
1　係員の指示があるまで、この問題用紙を開かないこと。

2　解答は、別紙解答用紙によること。

3　解答用紙の受験番号及び氏名（フリガナ）を確認し、氏名を漢字で記入するこ

と。

4　各問ごとに、正解と思うものの符号を解答用紙の所定の欄に 1つ表示するこ

と。

5　「労働者災害補償保険法」及び「雇用保険法」の問 1から問 7までは労働者災害

補償保険法及び雇用保険法、問 8から問 10 までは労働保険の保険料の徴収

等に関する法律の問題であること。

6　計算を要する問題があるときは、この問題用紙の余白を計算用紙として差し

支えないこと。

7　この問題の解答は、試験実施に関する官報公告の日（令和 8年 4月 10 日）に

施行されている法令等によること。

8　この問題用紙は、67 頁あるので確認すること。

9　この問題用紙は、試験時間中（16 時 50 分まで）の持ち出しはできません。 

また、問題用紙を破って解答等を写して持ち帰ることもできません。

（注　　　　　　　意）

択 一 式 試 験 問 題

第　58　回

択
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【注意事項】

本試験における出題は、根拠となる法律、政令、省令、告示、通達に、「東日本大震

災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成 23 年法律第 40 号）」

をはじめとする東日本大震災等に関連して制定、発出された特例措置及び新型コロナ

ウイルス感染症に関連して制定、発出された特例措置に係るものは含まれません。

【法令等略記凡例】

本試験問題文中においては、下表左欄の法令名等を右欄に示す略称により記載して

います。

法 令 等 名 称 法 令 等 略 称

育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する 
法律

育児介護休業法

労働者災害補償保険法 労 災 保 険 法

労働保険の保険料の徴収等に関する
法律施行規則

労働保険徴収法施行規則

労働保険の保険料の徴収等に関する
法律

労働保険徴収法

労働者派遣事業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護等に関する 
法律

労働者派遣法
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労働基準法及び労働安全衛生法

〔問　 1〕　労働基準法の総則（第 ₁ 条～第 ₁₂ 条）等に関する次の記述のうち、誤って

いるものはどれか。

Ａ　労働基準法第 ₃ 条が禁止する「差別的取扱」をするとは、当該労働者を 

不利に取り扱うことをいい、有利に取り扱うことは含まれない。

Ｂ　労働基準法第 ₈₇ 条第 ₁ 項によれば、土木、建築その他工作物の建設、

改造、保存、修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業が数次の請負に

よって行われる場合においては、災害補償については、その元請負人が 

使用者とみなされる。

Ｃ　交通従業員の制服、工員の作業衣等業務上必要な被服は作業備品である

ため、労働基準法第 ₁₁ 条にいう賃金から除外されると解される。

Ｄ　使用者の責めに帰すべき事由によって休業した期間の日数及びその期間

中の賃金は、労働基準法第 ₁₂ 条に定める平均賃金を算定する際の期間 

及び賃金の総額から控除される。

Ｅ　使用者は、労働基準法施行規則第 ₆ 条の ₂ 第 ₁ 項にいう過半数代表者

が、労働基準法に規定する協定等に関する事務を円滑に遂行することが 

できるよう必要な配慮を行わなければならず、これには例えば、過半数 

代表者が労働者の意見集約等を行うに当たって必要となる事務機器や 

システム、事務スペースの提供を行うことが含まれると解される。

〔問　 2〕　労働基準法に定める労働契約等に関する次の記述のうち、正しいものは 

いくつあるか。

ア　労働者は、民法第 ₉₅ 条により、労働契約の締結に際し、「錯誤が法律 

行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるとき」は、

当該契約を取り消すことができるが、労働基準法第 ₁₅ 条によれば、その

ような場合に該当しないときであっても、単に明示された労働条件と事実

が相違することのみをもって即時に労働契約を解除することができる。
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イ　労働基準法第 ₁₆ 条の禁止する損害賠償額の予定は、労働契約の不履行

に伴う損害賠償に限られ、不法行為の場合における損害賠償は含まれない

と解される。

ウ　労働基準法第 ₁₇ 条は、使用者の側で行う前借金その他労働することを

条件とする前貸しの債権と賃金の相殺を禁止しており、実質的にみて使用者 

の強制によるものと認められない限り、労働者が自己の意思によって相殺

をすることは禁止されていない。

エ　業務上負傷して療養していた労働者が、完全に治癒したのではないが、

稼働し得る程度に回復したので出勤し、元の職場で平常通り稼働していた

ところ、使用者が就業後 ₃₀ 日を経過してこの労働者を労働基準法第 ₂₀ 条

に定める解雇予告手当を支給して即時解雇することは、同法第 ₁₉ 条に 

定める解雇制限に違反すると解される。

オ　使用者が労働基準法第 ₂₀ 条所定の予告期間をおかず、また予告手当の

支払をしないで労働者に解雇の通知をした場合、その通知は、即時解雇 

としては効力を生じないが、使用者が即時解雇を固執する趣旨でない限り、 

通知後同条所定の ₃₀ 日の期間を経過するか、又は予告手当の支払をした

ときに解雇の効力を生ずるものと解すべきであるとするのが、最高裁判所

の判例である。

Ａ　一つ

Ｂ　二つ

Ｃ　三つ

Ｄ　四つ

Ｅ　五つ

〔問　 3〕　労働基準法に定める賃金等に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　 ₉ 月 ₁ 日に当該年の ₁ 月からの新給与を決定し、遡及支払を行う場合、

同年 ₁ 月以降同年 ₈ 月 ₃₁ 日までの退職者については賃金差額を支給しない 

と規定することは、労働基準法第 ₂₄ 条違反となると解される。
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Ｂ　使用者は、労働者の同意を得た場合には、賃金の支払について、当該 

労働者が指定する銀行その他の金融機関に対する当該労働者の預金又は 

貯金への振込みによることができるが、例えば、所定の賃金支払日が毎月

₁₅ 日である企業において、「振込み」は、振り込まれた賃金の全額が当該

振り込まれた月の末日までに払い出し得るように行われることを要すると

解される。

Ｃ　労働基準法第 ₂₄ 条第 ₁ 項により、「事業場の労働者の過半数で組織する

労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合

がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定がある場合

においては、賃金の一部を控除して支払うことができる」ため、当該協定

がある場合には、購買代金、社宅、寮その他の福利、厚生施設の費用、 

社内預金、組合費等、事理明白なもののほか、実物給与として支給した 

部分の金額も賃金から控除することが認められると解される。

Ｄ　賃金は、毎月 ₁ 回以上支払わなければならないが、「毎月」とは、暦に 

従うものと解されるから、毎月 ₁ 日から月末までの間に少なくとも ₁ 回は

賃金を支払わなければならない。

Ｅ　労働基準法第 ₂₄ 条第 ₁ 項に定める直接払の原則に違反して、使用者が

労働者の代理人に賃金を支払った場合でも、代理受領者が労働者本人に 

賃金全額を渡したときには、当該労働者が現実に利益を得た限度で民事上

有効な弁済となり、その限度で使用者は二重払に応ずる必要はなく、同条

違反の刑事責任を免れる。
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〔問　 4〕　労働基準法第 ₃₂ 条の ₄ に定めるいわゆる ₁ 年単位の変形労働時間制に 

関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　 ₁ 年単位の変形労働時間制に係る労使協定において、労使双方が合意 

すれば協定期間中であっても同変形労働時間制の一部を変更することが 

ある旨が明記されていれば、これに基づき、労使協定において特定された

日又は週の労働時間を労働基準法第 ₃₂ 条の ₄ 第 ₁ 項第 ₂ 号に規定する 

対象期間（以下本問において「対象期間」という。）の途中で変更することが

できる。

Ｂ　使用者は、 ₁ 年単位の変形労働時間制の適用労働者が対象期間中に育児

休業や産前産後の休業により労働せず、実際の労働期間が対象期間よりも

短い者について、当該労働させた期間を平均し ₁ 週間当たり ₄₀ 時間を 

超えて労働させた場合においては、その超えた時間（労働基準法第 ₃₃ 条又は 

第 ₃₆ 条第 ₁ 項の規定により延長し、又は休日に労働させた時間を除く。）

の労働については、労働基準法第 ₃₇ 条の規定の例により割増賃金を支払

わなければならない。

Ｃ　 ₁ 年単位の変形労働時間制において、対象期間において連続して労働 

させることができる日数の限度は、労働基準法第 ₃₂ 条の ₄ 第 ₁ 項の協定

により同項第 ₃ 号に規定する特定期間として定められた期間を含め、 ₆ 日

である。

Ｄ　使用者は、 ₁ 年単位の変形労働時間制により労働者に労働させる場合に

は、就業規則その他これに準ずるもの又は書面による協定（労使委員会の

決議及び労働時間等設定改善委員会の決議を含む。）において、対象期間の

起算日を明らかにするものとされている。

Ｅ　使用者は、満 ₁₅ 歳以上で満 ₁₈ 歳に満たない者について、 ₁ 日 ₁₀ 時間、 

₁ 週 ₅₂ 時間の範囲内で ₁ 年単位の変形労働時間制によって労働させる 

ことができる。
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〔問　 5〕　下記の労働条件で勤務する労働者について、労働基準法第 ₃₇ 条に定める

割増賃金を計算するに当たり、労働基準法施行規則第 ₁₉ 条に定める割増賃金 

の基礎となる賃金の定めに従えば、通常の労働時間 ₁ 時間当たりの賃金額 

を求める計算式のうち、正しいものはどれか。なお、当該労働者は、₁₈ 歳

未満の子を ₂ 人扶養している。

当該労働者の労働条件

賃金： 基本給が月額 ₄₀₀，₀₀₀ 円。

通勤手当が月額 ₁₀，₀₀₀ 円。なお、本事業場では、通勤手当は、通勤

距離にかかわらずこの額が一律に支給される。

住宅手当が月額 ₂₀，₀₀₀ 円。なお、本事業場では、住宅手当は、賃貸

住宅居住者には月額 ₂₀，₀₀₀ 円、持家居住者には月額 ₁₅，₀₀₀ 円が支給

される。

生活手当が月額 ₁₆，₀₀₀ 円。なお、本事業場では、生活手当は、₁₈ 歳

未満の子を扶養している場合には ₁ 人につき月額 ₈，₀₀₀ 円が支給される。

年間労働日数：₂₅₀ 日

所定労働時間：午前 ₉ 時 ₃₀ 分から午後 ₅ 時 ₃₀ 分まで

休憩時間：正午から ₁ 時間

Ａ　（₄₀₀，₀₀₀ 円+ ₁₀，₀₀₀ 円）'（₂₅₀# ₇' ₁₂）

Ｂ　（₄₀₀，₀₀₀ 円+ ₂₀，₀₀₀ 円）'（₂₅₀# ₇' ₁₂）

Ｃ　（₄₀₀，₀₀₀ 円+ ₁₀，₀₀₀ 円+ ₂₀，₀₀₀ 円）'（₂₅₀# ₇' ₁₂）

Ｄ　₄₀₀，₀₀₀ 円'（₂₅₀# ₇' ₁₂）

Ｅ　（₄₀₀，₀₀₀ 円+ ₁₀，₀₀₀ 円+ ₂₀，₀₀₀ 円+ ₁₆，₀₀₀ 円）'（₂₅₀# ₇' ₁₂）
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〔問　 6〕　労働基準法に定める年次有給休暇に関する次の記述のうち、誤っている 

ものはどれか。

Ａ　使用者は、時間を単位として有給休暇を与えるためには、事業場に労働者 

の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数

で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面に

よる協定により所定の事項を定める必要があるが、その協定は労働基準 

監督署長へ届け出る必要はない。

Ｂ　労働基準法第 ₃₉ 条第 ₃ 項に規定する労働者に該当するパートタイム 

従業員について、同条第 ₇ 項に規定する基準日（以下本問において「基準日」 

という。）から次の基準日までの間に週所定労働日数が変更された場合、 

当該変更時点において、有給休暇の付与日数は増減されるものではない。

Ｃ　使用者は、労働基準法の規定により有給休暇を与えたときは、時季、 

日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした年次有給休暇管理簿を作成し、 

当該有給休暇を与えた期間中及び当該期間の満了後 ₂ 年間保存しなければ

ならない。

Ｄ　時間単位の有給休暇についても、使用者の時季変更権の対象となるもの

であるが、使用者は、労働者が時間単位による取得を請求した場合に日単位 

に変更することや、日単位による取得を請求した場合に時間単位に変更 

することは、時季変更に当たらず、認められない。

Ｅ　定年退職による退職者を引き続き嘱託社員として同一事業場で再採用 

している場合には、所定の退職手当が支給されている場合であっても、 

有給休暇に係る継続勤務年数の算定に当たっては勤務年数が通算される。

ただし、退職と再採用との間に相当期間が存し、客観的に労働関係が断続

していると認められる場合はこの限りではない。
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〔問　 7〕　労働基準法に定める就業規則に関する次のアからオまでの記述のうち、

誤っているものの組合せは、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　常時 ₁₀ 人以上の労働者を使用する使用者は、就業規則の作成について、 

事業場に労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその 

労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者 

の過半数を代表する者の意見を聴き、就業規則の届出には、その意見を 

記した書面を添付しなければならないが、当該書面の内容が当該就業規則

に全面的に反対するものであっても、その効力の発生についての他の要件

を具備する限り、就業規則の効力には影響はない。

イ　派遣労働者については、労働基準法第 ₈₉ 条により就業規則の作成義務

を負うのは、派遣中の労働者とそれ以外の労働者とを合わせて常時 ₁₀ 人

以上の労働者を使用している派遣元の使用者である。

ウ　育児介護休業法による介護休業についても、介護休業の対象となる労働者 

の範囲等の付与要件、介護休業取得に必要な手続、休業期間については 

就業規則に記載される必要があるが、同法においては、介護休業の対象者、 

申出手続、介護休業期間等が具体的に定められているので、同法の定める 

ところにより介護休業を与える旨の定めがあれば、就業規則への記載義務

は満たしていると解される。

エ　複数の事業場を有する企業が、全事業場で同一の就業規則を適用する 

ため、本社で一括して就業規則の作成等を行い、各事業場分の届出を本社

の所轄労働基準監督署長へ一括して行う場合において、本社及び各事業場

に労働組合がないときは、労働基準法第 ₉₀ 条第 ₂ 項に規定する書面に 

ついて、本社の労働者の過半数を代表する者の意見を記したもののみを 

添付すればよい。

オ　就業規則で労働者に対して減給の制裁を定める場合、その減給は ₁ 回の

額が平均賃金の ₁ 日分の半額を超え、総額が一賃金支払期における賃金の

総額の ₁₀ 分の ₁ を超えてはならないとされているが、この計算の基礎と

なる平均賃金を算定すべき事由の発生した日とは、当該減給の制裁事由が

発生した日である。

9043_102_TAKU01_M.indd   7 2026/07/10   17:13



8

Ａ　（アとイ）

Ｂ　（アとウ）

Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（ウとオ）

Ｅ　（エとオ）

〔問　 8〕　労働安全衛生法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　労働安全衛生法において労働災害とは、業務又は通勤に起因して、労働者 

が負傷し、疾病にかかり、又は死亡することをいう。

Ｂ　労働安全衛生法において労働者とは、労働基準法第 ₉ 条に規定する労働者 

（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人 

を除く。）及び特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和 

₅ 年法律第 ₂₅ 号、いわゆるフリーランス法）第 ₂ 条に定める特定受託事業者 

をいう。

Ｃ　労働安全衛生法において事業者とは、事業を行う者で、労働者を使用 

するもの及び事業の経営担当者その他その事業の労働者に関する事項に 

ついて、事業主のために行為をするすべての者をいう。

Ｄ　労働安全衛生法において特定元方事業者とは、同法第 ₁₅ 条において 

定める元方事業者のうち、建設業、造船業又は製鉄業に属する事業を行う者 

をいう。

Ｅ　労働安全衛生法において作業環境測定とは、作業環境の実態を把握する

ため空気環境その他の作業環境について行うデザイン、サンプリング及び

分析（解析を含む。）をいう。
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〔問　 9〕　労働安全衛生法に定める安全衛生教育に関する次の記述のうち、正しい 

ものはどれか。

Ａ　事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省

令で定めるところにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のため

の教育（以下本問において「雇入れ時の安全衛生教育」という。）を行わな 

ければならないが、派遣労働者の場合は、派遣先の事業者に、当該派遣 

労働者を受け入れるに際してこの教育を行う義務があるとされている。

Ｂ　金融業を営む事業者は、労働安全衛生規則に定める雇入れ時の安全衛生

教育を行うことを義務付けられていない。

Ｃ　雇入れ時の安全衛生教育を行わなければならない対象労働者は、常時 

使用する労働者であって、臨時に雇い入れた労働者についてはその対象と

しないことが認められている。

Ｄ　雇入れ時の安全衛生教育の規定は、労働者の作業内容を変更したときに

ついて準用される。

Ｅ　危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせる

ときに、厚生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は

衛生のための特別の教育を行う義務は、常時 ₁₀ 人以上の労働者を使用 

する事業者に課せられている。

〔問　10〕　労働安全衛生法に定める健康診断に関する次の記述のうち、誤っている 

ものはどれか。

Ａ　労働安全衛生規則第 ₄₃ 条に定める雇入時の健康診断は、採用選考時の

健康診断ではなく、常時使用する労働者を雇い入れた際における適正 

配置、入職後の健康管理に資するためのものであるとされている。

Ｂ　労働安全衛生規則第 ₄₄ 条に定める定期健康診断は、業務遂行との関連

において行われるものではないので、その受診のために要した費用に 

ついては、事業者がこれを負担しなくてもよいとされている。
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Ｃ　労働安全衛生規則第 ₄₅ 条では、特定業務従事者の健康診断として、 

事業者は、当該業務への配置替えの際及び ₆ 月以内ごとに ₁ 回、定期に、 

所定の健康診断を行わなければならないと定めているが、この特定業務に 

は、深夜業を含む業務、重量物の取扱い等重激な業務及び病原体によって

汚染のおそれが著しい業務が含まれるが、給食の業務及び高所作業を含む

業務は含まれない。

Ｄ　常時使用され、自ら受けた医師による健康診断（事業者の指定した医師

が行う健康診断を受けることを希望しない場合において、他の医師の行う

労働安全衛生法第 ₆₆ 条の規定による健康診断に相当する健康診断を除く。） 

を受けた日前 ₆ 月間を平均して ₁ 月当たり ₄ 回以上深夜業に従事した労働者 

は、自ら受けた医師による健康診断の結果を証明する書面を事業者に提出

することができる。ただし、当該健康診断を受けた日から ₃ 月を経過した

ときは、この限りでない。

Ｅ　事業者は、塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、弗化水素、黄りんその他歯又は

その支持組織に有害な物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における

業務に常時従事する労働者に対し、当該業務への配置替えの際には、歯科

医師による健康診断を行わなければならない。
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労働者災害補償保険法
（労働保険の保険料の徴収等に関する法律を含む。）

〔問　 1〕　次の記述のうち、業務災害として保険給付の対象となるものはいくつあるか。

ア　従業員が自費で任意に参加することになっていた、会社の常務取締役が

引率する毎年恒例の従業員慰安旅行中に、参加者である従業員が、たまたま 

港において乗船していた船から 艀
はしけ

に乗り換えた際、定員オーバーによって 

艀
はしけ

が沈没し、溺死した場合。

イ　出張を命じられた労働者が、自宅から直接用務地に赴くために、通常の

通勤でも使用している駅に自転車で向かっている途上の踏切で誤って転倒

し、列車と衝突して死亡した場合。

ウ　トラックに荷物を積載して疾走中に、荷覆シートがめくれていることに

気づいた運転手が直ちに停車し、運転手助手とともにシートをかけなおした 

が、そのとき強風によって運転手助手の防寒帽が国道中央に吹き飛ばされた 

ことから、当該運転手助手が、とっさにその帽子を追って走り出たところ、 

前方より疾走してきた乗用車に跳ね飛ばされ死亡した場合。

エ　業務上の右下腿骨骨折をした労働者が、その処置として左下腿骨より 

骨移植片を採取する骨移植をして入院している際に、医師の指示による歩行 

練習において、左下肢を伸展位で左側に捻じる状態で転倒し、骨移植片の

採取によって外力に対する抵抗が減弱していた左下腿骨を骨折した場合。

オ　倉庫で貨物の積込作業をしていた労働者が、地震発生直後に、身の安全

を図るため急いで避難しようと倉庫から外へ出るときに、足を踏み外して

負傷した場合。

Ａ　一つ

Ｂ　二つ

Ｃ　三つ

Ｄ　四つ

Ｅ　五つ
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〔問　 2〕　労災保険法第 ₈ 条第 ₂ 項の規定による給付基礎日額の算定に関する次の 

記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　労働者が平均賃金の算定基礎期間中に親族の疾病又は負傷等の看護の 

ため休業した場合で、その平均賃金に相当する額（①）が、その休業した期間 

を平均賃金の算定基礎期間から除き、かつ、休業した期間中に受けた賃金

の額を平均賃金の算定基礎期間中の賃金の額から控除して算定した平均 

賃金に相当する額（②）に満たないときは、②の額を給付基礎日額とする。

Ｂ　労働者が平均賃金の算定基礎期間中に業務外の事由による負傷又は疾病

の療養のために休業した場合には、その平均賃金に相当する額（①）が、 

その休業した期間を平均賃金の算定基礎期間から除き、かつ、休業した 

期間中に受けた賃金の額を平均賃金の算定基礎期間中の賃金の額から控除

して算定した平均賃金に相当する額（②）に満たないときでも、①の額を 

給付基礎日額とする。

Ｃ　労働者がじん肺にかかったことにより保険給付を受けることとなった 

場合で、その平均賃金に相当する額が、じん肺にかかったため粉じん作業

以外の作業に常時従事することとなった日を平均賃金を算定すべき事由の

発生した日とみなして算定することとした場合における平均賃金に相当 

する額に満たないときは、後者の額を給付基礎日額とする。

Ｄ　 ₁ 年を通じて船員法（昭和 ₂₂ 年法律第 ₁₀₀ 号）第 ₁ 条に規定する船員と

して船舶所有者に使用される者について、基本となるべき固定給の額が 

乗船中において乗船本給として増加する等により変動がある賃金が定め 

られる場合には、平均賃金を算定すべき事由の発生した日以前 ₁ 年間に 

ついて算定することとした場合における平均賃金に相当する額を給付基礎

日額とする。

Ｅ　 ₁ 年を通じて船員法第 ₁ 条に規定する船員として船舶所有者に使用される 

者については、基本となるべき固定給が下船することによりてい減する 

賃金を受ける場合、平均賃金を算定すべき事由の発生した日以前 ₁ 年間に

ついて算定することとした場合における平均賃金に相当する額を給付基礎

日額とする。
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〔問　 3〕　保険給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　未支給の保険給付を受けるべき同順位者が ₂ 人以上あるときは、その 

₁ 人がした請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その 

₁ 人に対してした支給は、全員に対してしたものとみなす。

Ｂ　同一の傷病に関し、休業補償給付を受けている労働者が傷病補償年金を

受ける権利を有することとなり、かつ、休業補償給付を行わないことと

なった場合において、その後も休業補償給付が支払われたときは、その 

支払われた休業補償給付は、当該傷病補償年金の内払とみなす。

Ｃ　保険給付の原因である事故が第三者の行為によって生じた場合において、 

保険給付を受けるべき者が当該第三者から同一の事由について損害賠償を

受けたときは、政府は、その価額の限度で、保険給付を受けるべき者が 

当該第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。

Ｄ　遺族補償年金の額について、その算定の基礎となる遺族の数の減少に 

より減額して改定すべきであったにもかかわらず、遺族の数が減少した月の 

翌月以後の分として減額しない額の遺族補償年金が支払われた場合、当該

減額すべきであった部分については、その後に支払うべき遺族補償年金の

内払とみなすことができる。

Ｅ　障害補償年金を受ける権利を有する者が死亡したためその支給を受ける

権利が消滅したにもかかわらず、その死亡の日の属する月の翌月以後の分

として当該障害補償年金の過誤払が行われた場合において、当該過誤払に

よる返還金債権に係る債務の弁済をすべき者に支払うべき保険給付がある

ときは、当該保険給付の支払金の金額を当該過誤払による返還金債権の 

金額に充当することができる。
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〔問　 4〕　「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（令和 ₅ 年 ₉ 月 ₁ 日付け

基発 ₀₉₀₁ 第 ₂ 号）におけるセクシュアルハラスメントの心理的負荷の評価に

関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、本問において「被害者」とは「セクシュアルハラスメントを受けた者」

のことであり、「行為者」とは「セクシュアルハラスメントを行った者」のこと

である。

Ａ　被害者は、被害を受けてからすぐに相談行動をとらないことがあるが、

この事実は心理的負荷が弱いと単純に判断する理由にはならない。

Ｂ　被害者が医療機関の初診時にセクシュアルハラスメントの事実を申し 

立てていないことは、心理的負荷が弱いと単純に判断する理由にはならない。

Ｃ　行為者が、雇用関係上、被害者に対して優越的な立場にある事実は心理的 

負荷を強める要素となり得る。

Ｄ　胸や腰等への身体接触を含むセクシュアルハラスメントが継続して 

行われた場合は、「特別な出来事」として評価する。

Ｅ　身体接触のない性的な発言のみのセクシュアルハラスメントであって、

発言が継続していない場合、心理的負荷の強度は「中」と判断する。

〔問　 5〕　労働者災害補償保険特別支給金支給規則（昭和 ₄₉ 年労働省令第 ₃₀ 号）に 

定める特別支給金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　遺族補償年金前払一時金が支給されたことにより、遺族補償年金が支給

停止された場合、遺族特別年金も支給停止される。

Ｂ　遺族特別支給金の額は、遺族の人数に応じて、給付基礎日額の ₁₅₃ 日分

から ₂₄₅ 日分である。

Ｃ　最高裁判所の判例によれば、被災労働者が労災保険から受領した特別 

支給金は、使用者が被災労働者に支払う損害賠償額から控除することが 

できるとされている。
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Ｄ　既に身体障害のあった者が、業務上の事由による負傷又は疾病により同一 

の部位について障害の程度を加重した場合の障害特別支給金の額は、現在

の身体障害の該当する障害等級に応ずる障害特別支給金の額から、既に

あった身体障害の該当する障害等級に応ずる障害特別支給金の額を差し 

引いた額による。

Ｅ　障害特別支給金の支給の申請は、障害に係る負傷又は疾病が治った日の

翌日から起算して ₂ 年以内に行わなければならない。

〔問　 6〕　複数業務要因災害に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　複数業務要因災害の場合、いずれの事業場の事業主も労働基準法上の 

災害補償責任を負わない。

Ｂ　複数業務要因災害による休業については、労働基準法第 ₁₉ 条第 ₁ 項に

基づく解雇制限の規定の適用はないことから、複数事業労働者傷病年金に

ついては、打切補償に係る労災保険法第 ₁₉ 条は準用されない。

Ｃ　複数事業労働者については、 ₁ つの事業場の業務上の負荷との間に単独

で因果関係が認められるような傷病等の場合であっても、複数業務要因 

災害の対象となる。

Ｄ　複数事業労働者に該当するか否かは、傷病等が生じた時点、又は傷病等

の原因及び要因となる事由が生じた時点において、事業主が同一人でない 

₂ 以上の事業に使用されていたか否かで判断される。

Ｅ　複数の事業又は作業について特別加入している者は、複数業務要因災害

に係る保険給付の対象となり得る。
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〔問　 7〕　家事従事者への労災保険法の適用に関する次の記述のうち、正しいものの

組み合わせはどれか。

なお、本問において「家事サービス」とは、炊事、洗濯、掃除、買物等の、

家庭において日常生活を円滑に営むことができるようにするための必要な 

援助として行われる作業をいう。

ア　家事従事者が家事代行サービス事業者と雇用契約を締結し、同事業者 

から就業場所として指定された私家庭において家事サービスを提供する 

場合、当該家事従事者は家事代行サービス事業者の労働者として労災保険法 

の適用を受ける。

イ　家事従事者が家事使用人として私家庭と雇用契約を締結して家事サービス 

を提供する場合、当該家事従事者は、労災保険法第 ₃₃ 条第 ₅ 号が定める 

特定作業従事者として労災保険に特別加入することができる。

ウ　家事従事者が家事従事者紹介所からの紹介・あっせんを受けて私家庭と

雇用契約を締結して家事サービスを提供する場合、当該家事従事者は家事

従事者紹介所の労働者として労災保険法の適用を受ける。

エ　家事従事者が家事代行サービス事業者として私家庭と請負契約を締結して 

家事サービスを提供する場合、当該家事従事者は、労災保険法第 ₃₃ 条 

第 ₃ 号が定める一人親方等として労災保険に特別加入することができる。

オ　家事従事者が家事従事者派遣企業と私家庭との間の労働者派遣契約に 

基づき私家庭に派遣されて家事サービスを提供する場合、当該家事従事者

は、労災保険法第 ₃₃ 条第 ₇ 号が定める事業主が派遣する者として、労災

保険に特別加入することができる。

Ａ　（アとイ）

Ｂ　（アとウ）

Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（ウとオ）

Ｅ　（エとオ）
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〔問　 8〕　労働保険の保険料の徴収等に関する次の記述のうち、誤っているものは 

どれか。

Ａ　労災保険率は、労災保険法の適用を受ける全ての事業の過去 ₃ 年間の 

業務災害、複数業務要因災害及び通勤災害に係る災害率並びに二次健康診断 

等給付に要した費用の額、社会復帰促進等事業として行う事業の種類及び

内容その他の事情を考慮して厚生労働大臣が定める。

Ｂ　労災保険率は、労働保険徴収法施行規則第 ₁₆ 条第 ₁ 項及び別表第 ₁ の

「労災保険率表」に定められており、各事業の細目ないし具体的範囲に 

ついては、日本標準産業分類とは異なる独自の分類方式による「労災保険率 

適用事業細目表」及び「船舶所有者の事業の種類の細目表」において定められ 

ている。

Ｃ　労災保険に係る保険関係が成立している立木の伐採の事業であって、 

賃金総額を正確に算定することが困難なものについては、事業場の所在地

を管轄する都道府県知事が定める素材 ₁ 立方メートルを生産するために 

必要な労務費の額に、生産するすべての素材の材積を乗じて得た額を賃金

総額とする。

Ｄ　 ₄ か月以内の期間を定めて季節的に雇用される者を使用する一元適用 

事業の場合、一般保険料の額の算定に当たって、当該事業を労災保険に係る 

保険関係及び雇用保険に係る保険関係ごとに別個の事業とみなしてその額

を算定する。

Ｅ　労災保険に係る保険関係が成立している水産動植物の採捕又は養殖の 

事業であって、賃金総額を正確に算定することが困難なものについては、

その事業の労働者につき厚生労働大臣が定める平均賃金に相当する額に、

それぞれの労働者の使用期間の総日数を乗じて得た額の合算額を賃金総額

とする。
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〔問　 9〕　労働保険の保険料の徴収等に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　継続事業の事業主は、延納の要件を満たしている場合、納付した概算 

保険料の額が確定保険料の額に足りないときはその不足額を、納付した 

概算保険料がないときは確定保険料を、確定保険料申告書を提出する際に

申請することにより当該不足額等を延納することができる。

Ｂ　事業主は、既に納付した概算保険料の額のうち確定保険料の額を超える

額の還付を請求する場合、労働保険料還付請求書を官署支出官又は所轄 

都道府県労働局資金前渡官吏に提出することによって行わなければならない。

Ｃ　事業主は、納付すべき次の保険年度の概算保険料その他未納の労働保険

料等がある場合、既に納付した概算保険料の額が確定保険料の額を超える

ときであっても、その超過額について還付請求することができない。

Ｄ　事業主が既に納付した概算保険料の額が確定保険料の額を超える場合に

納付すべき次の保険年度の概算保険料があるとき、当該事業主の請求ない

し承認によって、所轄都道府県労働局歳入徴収官が当該超過額を次の保険

年度の概算保険料に充当したときは、その旨を当該事業主に通知しなくて

よい。

Ｅ　政府は、事業主からなされた労働保険料の還付請求に応じる場合、還付金 

に利息相当分である還付加算金を加えた額を還付することとされている。

〔問　10〕　労働保険の保険料の徴収等に関する次の記述のうち、誤っているものは 

どれか。

Ａ　保険関係が成立し、又は成立していた事業の事業主が、労働保険徴収法

第 ₄₂ 条の規定による命令に違反して虚偽の記載をした文書を提出した 

場合、当該事業主は ₆ 月以下の拘禁刑又は ₃₀ 万円以下の罰金に処せられる。

Ｂ　法人である労働保険事務組合が労働保険徴収法第 ₃₆ 条の規定に違反 

して帳簿を備えて置かなかった場合、その違反行為をした労働保険事務組合 

の代表者又は代理人、使用人その他の従業者は、 ₆ 月以下の拘禁刑又は

₃₀ 万円以下の罰金に処せられる。
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Ｃ　法人でない労働保険事務組合の従業者が、当該労働保険事務組合の業務

に関して、労働保険徴収法第 ₄₃ 条第 ₁ 項の規定に違反して行政庁職員の

質問に対して答弁をしなかった場合、当該従業者は ₆ 月以下の拘禁刑又は

₃₀ 万円以下の罰金に処せられ、当該労働保険事務組合は罰金に処せられ

ない。

Ｄ　労災保険法第 ₃₅ 条第 ₁ 項に規定する団体（以下本問において「労災保険

の特別加入に係る一人親方等の団体」という。）の使用人が、労働保険徴収法 

第 ₄₂ 条の規定による命令に違反して報告をしなかった場合、当該使用人

は ₆ 月以下の拘禁刑又は ₃₀ 万円以下の罰金に処せられる。

Ｅ　労災保険の特別加入に係る一人親方等の団体が、当該団体の業務に関 

して、労働保険徴収法第 ₄₂ 条の規定による命令に違反して文書を提出 

しなかった場合、当該団体は ₃₀ 万円以下の罰金に処せられる。
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雇　用　保　険　法
（労働保険の保険料の徴収等に関する法律を含む。）

〔問　 1〕　雇用保険の被保険者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　独立行政法人通則法（平成 ₁₁ 年法律第 ₁₀₃ 号）第 ₂ 条第 ₄ 項に規定する 

行政執行法人の事業に雇用される者（国家公務員退職手当法（昭和 ₂₈ 年法律

第 ₁₈₂ 号）第 ₂ 条第 ₁ 項に規定する常時勤務に服することを要する国家 

公務員以外の者であって、同条第 ₂ 項の規定により職員とみなされないもの 

を除く。）は、厚生労働大臣の承認を受けることにより被保険者とならない。

Ｂ　市町村の事業に雇用される者は、雇用保険法の適用を受けることについて 

都道府県労働局長の承認を受けることにより被保険者となることができる。

Ｃ　地方独立行政法人法（平成 ₁₅ 年法律第 ₁₁₈ 号）第 ₂ 条第 ₂ 項に規定する

特定地方独立行政法人であって設立に当たり総務大臣の認可を受けたもの

の事業に雇用される者は、当該特定地方独立行政法人の長が雇用保険法を

適用しないことについて、都道府県知事に申請し、その承認を受けること

により被保険者とならない。

Ｄ　国その他これに準ずるものの事業に雇用される非常勤職員（日雇労働者

を含む。）であって労働者と認められる者は、国家公務員退職手当法第 ₂ 条

第 ₂ 項の規定により同法上の職員とみなされ同法の適用を受けるに至る 

までの間は、他の要件を満たす限り雇用保険の被保険者となり、職員と 

みなされ同法の適用を受けるに至ったときから被保険者とならない。

Ｅ　民間企業に雇用される労働者が地方公務員として出向する場合であって、 

地方公務員法（昭和 ₂₅ 年法律第 ₂₆₁ 号）第 ₃₈ 条第 ₁ 項に規定する任命権者

の兼業許可を受けている場合、当該出向元事業主との雇用関係を継続した

まま地方公務員としての身分を併有しているときは、出向元事業主との 

雇用関係に係る被保険者とならない。
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〔問　 2〕　被保険者資格の確認に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　雇用保険法第 ₉ 条第 ₁ 項の規定による被保険者となったこと又は被保険

者でなくなったことの確認を受けた者が、事業主の届出による資格取得の

日に誤りがあると考える場合は、資格取得日が相違していることについて

の確認請求を行うことができる。

Ｂ　労働者が被保険者であったことの確認をはじめて請求するとき、当該 

確認の請求は離職後 ₂ 年を超えて行うことができる。

Ｃ　文書により確認の請求をしようとする者は、その者を雇用し又は雇用 

していた事業主の事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長に所定の

請求書を提出しなければならない。

Ｄ　公共職業安定所長は、雇用保険法第 ₉ 条第 ₁ 項の規定による労働者が被

保険者でなくなったことの確認をしたときは、雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書により、その旨を当該確認に係る者及びその者を雇用していた

事業主（それらの所在が明らかでない場合を除く。）に通知しなければ 

ならない。

Ｅ　公共職業安定所長は、雇用保険法第 ₉ 条の規定により被保険者となった

ことの確認をしたときは、その確認に係る者に雇用保険被保険者証を交付

しなければならない。

〔問　 3〕　特定理由離職者及び特定受給資格者（雇用保険法第 ₂₂ 条第 ₂ 項に規定する

就職困難者を除く。）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　父又は母の死亡、疾病、負傷等のため、父又は母を扶養するために退職

を余儀なくされた場合など、家庭の事情の急変により退職した者は、特定

理由離職者に該当しない。

Ｂ　学校入学のために離職した者は、特定理由離職者に該当しない。
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Ｃ　オフィスコンピュータ機器が導入されたことにより、これまで有していた

専門知識を十分に発揮する機会が失われた被保険者が、新たに導入された

当該機器を取り扱うこととされたものの、当該機器に係るプログラム作成

が困難であるなど新技術への適応が困難であることを理由に退職した場合、 

特定理由離職者に該当しない。

Ｄ　期間の定めのある労働契約の締結に際し、当該労働契約が更新される 

ことが明示されており、更新を希望していたにもかかわらず更新されずに

離職した者は、離職した事業所における通算雇用期間が ₃ 年以上でなければ 

特定受給資格者に該当しない。

Ｅ　事業の期間が予定されていない事業所において事業活動が停止し、再開

される見込みがない場合であっても、裁判上の倒産手続がとられておらず、 

適用事業所が廃止されていないときは、事業活動が停止し、再開される 

見込がないことを理由に離職した者は、特定受給資格者に該当しない。

〔問　 4〕　基本手当の支給手続に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　就職に伴う移管の場合を除き、受給資格者が他の公共職業安定所の 

管轄内に住居を変更した場合、基本手当の支給は移管の手続が終了した後

に行われる。

Ｂ　基本手当の支給を口座振込の方法によって受ける場合、指定する振込先

普通預金又は普通貯金の口座は、受給資格者本人の同意がある場合に 

限り、当該受給資格者と生計を同じくする配偶者名義の口座を指定すること 

ができる。

Ｃ　受給資格者が公共職業安定所への出頭に要する時間が通常の交通機関を

利用して往復 ₆ 時間以上要する離島等特殊遠隔地（厚生労働省職業安定 

局長の承認を受けた地域に限る。）に居住し、失業の認定を受けるために 

出頭するのに多額の費用を必要とする場合、当該受給資格者の居住する 

市町村長の取次ぎにより、失業の認定及び基本手当の支給を受けることが

できる。
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Ｄ　基本手当の受給資格者（口座振込受給資格者を除く。）が疾病、負傷、 

就職その他やむを得ない理由によって、支給日に管轄公共職業安定所に 

出頭することができないときは、その代理人が当該受給資格者に支給される 

べき基本手当の支給を受けることができる。

Ｅ　管轄公共職業安定所の長は、受給資格者に公共職業訓練等を受けること

を指示したときは、その者について支給日を新たに定め、その者に通知す

るものとされている。

〔問　 5〕　延長給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　基本手当の所定給付日数を超えて基本手当を支給することができる広域

延長給付は、₆₀ 日を限度とする。

Ｂ　雇用保険法第 ₂₇ 条第 ₁ 項に基づき全国延長給付を支給する措置は、連続

する ₄ 月間内の各月における基本手当の受給率（雇用保険法施行令第 ₇ 条

第 ₁ 項第 ₁ 号に規定する率をいう。）が ₁₀₀ 分の ₄ を超え、かつ、当該連続

する ₄ 月間内の各月における初回受給率（雇用保険法施行令第 ₇ 条第 ₁ 項

第 ₂ 号に規定する率をいう。）が、当該期間内において低下する傾向にない

状態が継続すると認められる場合に実施される。

Ｃ　厚生労働大臣は、その地域において職業に就くことが困難であると認める

地域に居住する求職者が他の地域において職業に就くことを促進するため

の計画を作成し、関係都道府県労働局長及び公共職業安定所長に当該計画

に基づく広範囲の地域にわたる職業紹介活動を行わせた場合、受給資格者

に対し所定給付日数を超えて基本手当を支給する措置を決定することが 

できる。

Ｄ　個別延長給付を受けている受給資格者は、当該個別延長給付が終わった

後でなければ全国延長給付を受けることができない。

Ｅ　訓練延長給付を受けている受給資格者について広域延長給付が行われる

間、当該受給資格者について訓練延長給付は行われない。
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〔問　 6〕　高年齢被保険者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　高年齢受給資格者は、公共職業安定所長の指示により公共職業訓練等を

受講することとなった場合、技能習得手当を受給することができる。

Ｂ　高年齢受給資格者は、求職の申込みをした後に疾病又は負傷により引き

続き ₁₅ 日以上職業に就くことができなくなった場合、傷病手当を受給 

することができる。

Ｃ　高年齢求職者給付金の支給を受けるためには、離職の日以前 ₂ 年間に、

雇用保険の被保険者期間が通算して ₁₂ か月以上あることが必要である。

Ｄ　高年齢求職者給付金は、高年齢受給資格に係る失業の認定があった日から 

受給期限日（離職の日の翌日から起算して ₁ 年を経過する日）までの日数が、 

算定基礎期間に応じた所定の給付日数未満であるときは、当該給付日数に

かかわらず、当該認定があった日から受給期限日までの日数分のみが支給

される。

Ｅ　高年齢受給資格者が離職の日の翌日から起算して ₁ 年を経過する日まで

の間に疾病又は負傷により引き続き ₁₅ 日以上職業に就くことができない

場合、管轄公共職業安定所の長に申し出ることにより、高年齢求職者給付金 

の支給を受けることができる期限を ₁ 年間延長することができる。

〔問　 7〕　次の①から⑧の過程を経た者の、⑧の育児休業開始に伴う育児休業給付金

の受給資格確認において、みなし被保険者期間の長さとして適切なものは 

どれか。

なお、各事業所での就業期間中に③⑥⑦⑧の期間を除く欠勤・休職期間は

なく、就業期間中の各月における賃金支払基礎日数はすべて ₂₀ 日以上で

あった。

①　₂₂ 歳 ₀ 月で適用事業所Ｘに、週所定労働時間が ₈ 時間の短時間労働者

として雇用された。

②　₂₃ 歳 ₀ 月でＸにおける週所定労働時間が ₃₃ 時間に変更され、初めて 

一般被保険者となった。

9043_102_TAKU01_M.indd   24 2026/07/13   15:33



25

③　₂₄ 歳 ₀ 月から私傷病により引き続き ₁₈ か月間Ｘを休職したが、その 

休職の期間賃金は受けなかった。

④　₂₅ 歳 ₆ 月で当該私傷病によるＸの休職期間が満了したことで、Ｘを 

退職した。

⑤　基本手当の受給資格の決定を受けることなく、₂₅ 歳 ₇ 月で適用事業所

Ｙに一般被保険者として雇用された。

⑥　₂₅ 歳 ₁₀ 月から産前休業を開始したが、その休業の間賃金は受けなかった。

⑦　₂₆ 歳 ₀ 月で出産し、産後休業を開始したが、その休業の間賃金は受け

なかった。

⑧　₂₆ 歳 ₂ 月から育児休業を開始した（令和 ₃ 年 ₉ 月 ₁ 日以降）。

Ａ　 ₃ か月

Ｂ　₁₂ か月

Ｃ　₁₅ か月

Ｄ　₁₈ か月

Ｅ　₁₉ か月

〔問　 8〕　労働保険徴収法等の規定により、保険関係が成立した次の事業の事業主が

提出すべき保険関係成立届の提出先等に関する次の記述のうち、誤っている

ものはどれか。

Ａ　二元適用事業に係る雇用保険関係成立届の提出先は、所轄公共職業安定

所長である。

Ｂ　一元適用事業であって、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託

していないもののうち、労災保険に係る保険関係及び雇用保険に係る保険

関係が成立している事業に係る保険関係成立届の提出先は、所轄労働基準

監督署長である。

Ｃ　一元適用事業であって、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託

していないもののうち、雇用保険に係る保険関係のみが成立している事業

に係る保険関係成立届の提出先は、所轄公共職業安定所長である。
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Ｄ　一元適用事業であって、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託

している事業に係る保険関係成立届の提出先は、所轄公共職業安定所長で

ある。

Ｅ　有期事業であって、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託して

いない社会保険適用事業所（厚生年金保険又は健康保険の適用事業所を 

いう。）の事業主は、保険関係成立届を年金事務所（日本年金機構法（平成

₁₉ 年法律第 ₁₀₉ 号）第 ₂₉ 条の年金事務所をいう。）を経由して提出すること 

ができる。

〔問　 9〕　労働保険の保険料の徴収等に関して、次の状況にある事業主が納付すべき

延滞金の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、本問においては労働保険徴収法第 ₂₈ 条第 ₁ 項に規定する延滞金の

割合（年 ₁₄．₆ ％ 及び年 ₇．₃ ％）を適用し、租税特別措置法（昭和 ₃₂ 年法律 

第 ₂₆ 号）第 ₉₄ 条第 ₁ 項に規定する延滞税特例基準割合は考慮しないものとする。

Ａ　法定納期限が令和 ₈ 年 ₇ 月 ₁₀ 日の概算保険料 ₁₀₀，₀₀₀ 円を滞納して 

いる事業主に対して、所轄都道府県労働局歳入徴収官が当該概算保険料の

納付を督促し、督促状に記された指定期限が同年 ₈ 月 ₃₁ 日であるとき、

当該事業主が同年 ₈ 月 ₃₁ 日に完納した場合に納付すべき延滞金は ₁，₀₀₀ 円 

となる。

Ｂ　法定納期限が令和 ₈ 年 ₇ 月 ₁₀ 日の概算保険料 ₁₀₀，₀₀₀ 円を滞納して 

いる事業主に対して、所轄都道府県労働局歳入徴収官が当該概算保険料の

納付を督促し、督促状に記された指定期限が同年 ₈ 月 ₃₁ 日であるとき、

当該事業主が同年 ₉ 月 ₃₀ 日に完納した場合に納付すべき延滞金は ₃，₂₀₀ 円 

となる。

Ｃ　法定納期限が令和 ₈ 年 ₇ 月 ₁₀ 日の概算保険料 ₁₀₀，₀₀₀ 円を滞納している 

事業主の住所及び居所が明らかでないため、同年 ₈ 月 ₁₀ 日に都道府県 

労働局の掲示場に公示送達書が掲示されたとき、当該事業主が同年 ₈ 月

₁₉ 日に完納した場合に納付すべき延滞金は ₇₀₀ 円となる。
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Ｄ　法定納期限が令和 ₈ 年 ₁₀ 月 ₃₁ 日の概算保険料 ₁₀，₀₀₀ 円を滞納して 

いる事業主に対して、所轄都道府県労働局歳入徴収官が当該概算保険料の

納付を督促し、督促状に記された指定期限が同年 ₁₂ 月 ₁₅ 日であるとき、

当該事業主が同年 ₁₂ 月 ₂₀ 日に完納した場合に納付すべき延滞金は ₉₈ 円

となる。

Ｅ　法定納期限が令和 ₈ 年 ₁₀ 月 ₃₁ 日の概算保険料 ₁₀₀，₀₀₀ 円を滞納して 

いる事業主に対して、所轄都道府県労働局歳入徴収官が当該概算保険料の

納付を督促し、督促状に記された指定期限が同年 ₁₂ 月 ₂₀ 日であるとき、

当該事業主が同年 ₁₂ 月 ₁₀ 日に滞納概算保険料の一部 ₅₀，₀₀₀ 円を納付 

していた場合、当該事業主が翌年 ₁ 月 ₂₀ 日に完納した場合に納付すべき

延滞金は ₁，₃₀₀ 円となる。

〔問　10〕　労働保険の保険料の徴収等に関する次の記述のうち、誤っているものは 

どれか。

Ａ　労働保険事務組合は、労働保険事務の処理を委託している事業主ごとに

労働保険事務等処理委託事業主名簿、労働保険料等徴収及び納付簿、（雇

用保険に係る保険関係が成立している事業にあっては）雇用保険被保険者

関係届出事務等処理簿を事務所に備えておかなければならず、これら ₃ つ

の帳簿すべてに当該事業主の事業が労働保険徴収法施行規則第 ₆₈ 条に 

規定する ₅ 人未満委託事業、 ₅ 人以上 ₁₅ 人以下委託事業又はそれ以外の

事業のいずれの事業に該当するかの別を記載する項目がある。

Ｂ　政府は、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託した事業主に 

対してすべき概算保険料の超過納付額の還付について、当該事業主に対して 

還付せずに当該労働保険事務組合に対してすることができる。
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Ｃ　労働保険事務組合が政府から労働保険料に係る報奨金の交付を受けるに

は、 ₇ 月 ₁₀ 日において、常時 ₁₅ 人以下の労働者を使用する事業の事業主

の委託に係るものにつき、前年度の確定保険料の額（当該確定保険料に係る 

追徴金又は延滞金を納付すべき場合にあっては、当該確定保険料の額と 

当該追徴金又は延滞金の額との合計額）のすべてが納付されていること

が、その要件の一つに定められている。

Ｄ　事業主が労働保険事務組合に処理を委託することができる労働保険事務

の範囲に「雇用保険の被保険者資格の取得及び喪失の届出」は含まれるが、

「雇用保険の保険給付に関する請求書等に係る事務手続及びその代行」は 

当該範囲に含まれない。

Ｅ　労働保険事務組合は、労働保険事務の処理の業務を廃止しようとするとき 

は、₆₀ 日前までに、業務の廃止に係る届書を労働保険事務組合の主たる

事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長に提出することにより、業務

廃止の旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。
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労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識

〔問　 1〕　我が国の若年者雇用に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、本問は、「令和 ₅ 年若年者雇用実態調査（厚生労働省）」を参照して 

おり、当該調査による用語及び統計等を利用している。

当該調査では、「若年労働者」を令和 ₅ 年 ₁₀ 月 ₁ 日時点で満 ₁₅ 歳から ₃₄ 歳

までの労働者とし、「若年正社員」を若年労働者のうち正社員の者としている。

Ａ　「若年正社員がいる」事業所の割合を産業別にみると、「宿泊業，飲食

サービス業」が最も高く、次いで「教育，学習支援業」となっている。

Ｂ　「正社員以外の若年労働者がいる」事業所の割合を産業別にみると、 

「金融業，保険業」が最も高く、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」と

なっている。

Ｃ　若年正社員の採用選考をした事業所のうち、採用選考にあたり重視した

点（複数回答）について採用区分別にみると、「新規学卒者」、「中途採用者」

とも「業務に役立つ職業経験・訓練経験」がそれぞれ最も高くなっている。

次いで「新規学卒者」、「中途採用者」とも「コミュニケーション能力」、 

「マナー・社会常識」の順となっている。

Ｄ　若年正社員の育成方法（複数回答）についてみると、「OJT」が最も高く、

次いで「OFF︲JT」、「自己啓発への支援」、「ジョブローテーション」の順と

なっている。

Ｅ　正社員以外の労働者を正社員へ転換させる「制度がある」事業所は約 ₃ 割

となっている。
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〔問　 2〕　我が国の雇用管理の実態等に関する次の記述のうち、誤っているものは 

どれか。

なお、本問は、「令和 ₆ 年度雇用均等基本調査（企業調査）（厚生労働省）」を

参照しており、当該調査による用語及び統計等を利用している。

Ａ　新規学卒者の採用を行った企業を規模別にみると、企業規模が大きい 

ほど女性を採用した企業割合が高い傾向にある。

Ｂ　男性のみ採用した採用区分があった企業が、男性のみ採用した理由（複数 

回答）については、「女性の応募がなかった」とする企業割合が最も高く、

次いで「女性の応募はあったが、採用前に辞退された」、「女性の応募は

あったが、試験の成績等が採用基準に達していなかった」の順となって 

いる。

Ｃ　係長相当職以上（役員を含む。）の女性管理職等を有する企業割合は約 ₄ 割、

課長相当職以上（役員を含む。）の女性管理職を有する企業割合は約 ₃ 割と

なっている。

Ｄ　課長相当職以上（役員を含む。）の管理職に占める女性の割合を産業別に

みると、「医療，福祉」が最も高く、次いで「生活関連サービス業，娯楽業」、 

「宿泊業，飲食サービス業」、「教育，学習支援業」の順となっている。

Ｅ　セクシュアルハラスメントを防止するための対策に「取り組んでいる」と

回答した企業割合は約 ₉ 割となっている。

9043_102_TAKU02_M.indd   30 2026/07/13   11:18



31

〔問　 3〕　我が国における労働争議に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、本問は、「令和 ₆ 年労働争議統計調査（厚生労働省）」を参照して 

おり、当該調査による用語及び統計等を利用している。

当該調査では、「争議行為を伴う争議」を争議行為（同盟罷業、作業所閉鎖、

怠業、その他（業務管理等））を伴う争議のこととし、「労働損失日数」を半日

以上の同盟罷業又は作業所閉鎖が行われた期間に労働者が実際に半日以上の

同盟罷業に参加した又は作業所閉鎖の対象となったことによって労働に従事

しなかった延べ日数のこととし、「総争議」を当該調査の対象となるすべての

労働争議のこととしている。

Ａ　「争議行為を伴う争議」を産業別にみると、件数は「医療，福祉」が最も 

多く、次いで「製造業」、「運輸業，郵便業」の順となっている。

Ｂ　「争議行為を伴う争議」を産業別にみると、労働損失日数は「運輸業， 

郵便業」が最も多く、次いで「製造業」、「医療，福祉」の順となっている。

Ｃ　民営企業における「争議行為を伴う争議」があった企業数（延べ数）を企業

規模（「₉₉ 人以下」、「₁₀₀～₂₉₉ 人」、「₃₀₀～₉₉₉ 人」、「₁，₀₀₀ 人以上」）別に

みると、「₃₀₀～₉₉₉ 人」で最も多くなっている。

Ｄ　民営企業における「争議行為を伴う争議」による労働損失日数を企業規模

別にみると、「₁，₀₀₀ 人以上」で最も多くなっている。

Ｅ　「総争議」の件数を要求事項別（主要要求事項 ₂ つまでの複数回答）にみる

と、「組合保障及び労働協約」に関する事項が最も多く、次いで「経営・ 

雇用・人事」に関する事項、「賃金」に関する事項の順となっている。

〔問　 4〕　労働契約法等に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　労働契約法第 ₃ 条第 ₅ 項は、権利濫用の禁止の原則を規定しているが、

この規定は同法第 ₃ 章に定める出向、懲戒及び解雇に関する権利濫用の 

禁止を確認したものであり、同章で規定していない労働契約の場面では、

権利濫用の禁止の原則は適用されない。
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Ｂ　請負人と雇用契約を締結し注文者の工場に派遣されていた労働者が、 

注文者から直接具体的な指揮命令を受けて作業に従事していたために、 

請負人と注文者の関係がいわゆる偽装請負に当たり、上記の派遣を労働者

派遣法に違反する労働者派遣と解すべき場合において、⑴上記雇用契約は

有効に存在していたこと、⑵注文者が請負人による当該労働者の採用に 

関与していたとは認められないこと、⑶当該労働者が請負人から支給を 

受けていた給与等の額を注文者が事実上決定していたといえるような事情

はうかがわれないこと、⑷請負人が配置を含む当該労働者の具体的な就業

態様を一定の限度で決定し得る地位にあったことなど判示の事情の下で

あっても、当該労働者が注文者から直接具体的な指揮命令を受けて作業に

従事していたことをもって、注文者と当該労働者との間に雇用契約関係が

黙示的に成立していたといえるとするのが、最高裁判所の判例である。

Ｃ　労働契約法第 ₇ 条により、労働契約において労働条件を詳細に定めずに

労働者が就職した場合でも、合理的な労働条件が定められている就業規則

であるという要件さえ満たしていれば、当該就業規則を労働者に周知させて 

いなくても、当該就業規則で定める労働条件が労働契約の内容を補充し、

「労働契約の内容は、その就業規則で定める労働条件による」という法的 

効果が生じる。

Ｄ　労働契約において、労働者及び使用者が就業規則の変更によっては変更

されない労働条件として合意していた部分についても、合意の内容が就業

規則で定める基準に達しない場合には、就業規則の内容が優先されること

となる。
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Ｅ　従業員が職場で上司に対する暴行事件を起こしたことなどが就業規則所定 

の懲戒解雇事由に該当するとして、使用者が捜査機関による捜査の結果を

待った上で上記暴行事件から ₇ 年以上経過した後に諭旨退職処分を行った

場合において、上記暴行事件には目撃者が存在しており、捜査の結果を 

待たずとも使用者において処分を決めることが十分に可能であったこと、

上記諭旨退職処分がされた時点で企業秩序維持の観点から重い懲戒処分を

行うことを必要とするような状況はなかったことなど判示の事情の下で

あっても、就業規則所定の懲戒解雇事由を厳正に解釈して、上記諭旨退職

処分は、権利の濫用として無効であるとまではいえないとするのが、最高

裁判所の判例である。

〔問　 5〕　社会保険労務士法令に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　社会保険労務士法第 ₁ 条は、「この法律は、社会保険労務士の制度を 

定めて、その業務の適正を図り、もつて労働及び社会保険に関する法令の

円滑な実施に寄与するとともに、事業の健全な発達と労働者等の福祉の 

向上に資することを目的とする。」と定めている。

Ｂ　社会保険労務士が、「労働社会保険諸法令に基づく療養の給付及びこれ

に相当する給付の費用についてこれらの給付を担当する者のなす請求に 

関する事務」を、社会保険労務士の名称を用いず、医療機関と個人の契約に 

基づいて行うことは、社会保険労務士法上、問題ないこととされている。

Ｃ　社会保険労務士の業務のうち、社会保険労務士法第 ₂ 条第 ₁ 項第 ₁ 号の 

₃ に定める「事務代理」は、同号に定める申請等及びこれらに係る行政機関

等の調査又は処分に対してする主張又は陳述の事実行為にとどまるから、

代理人の判断で法律行為を行う余地はなく、代理人には、行政機関等の 

許可、決定等の受領、申請等の撤回、委任の範囲外の申請等の内容の変更等 

を行う権限はないと解される。

Ｄ　社会保険労務士が、新たに開業するために事務所を設けるに至ったとき

等、社会保険労務士名簿に新たに登録事項を追加する場合は、社会保険 

労務士法第 ₁₄ 条の ₄ に基づき、変更の登録を申請しなければならない。
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Ｅ　他人の求めに応じ報酬を得て、社会保険労務士法第 ₂ 条に規定する事務

を業として行う社会保険労務士（社会保険労務士法人の社員を除く。）は、

厚生労働大臣の許可を受けていない限り、その業務を行うための事務所を 

₂ 以上設けてはならない。

〔問　 6〕　確定給付企業年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　確定給付企業年金法第 ₂ 条第 ₃ 項によると、確定給付企業年金法において 

「厚生年金保険の被保険者」とは、厚生年金保険法第 ₂ 条の ₅ 第 ₁ 項第 ₁ 号

に規定する第 ₁ 号厚生年金被保険者のみをいう。

Ｂ　確定給付企業年金法第 ₃₀ 条第 ₁ 項によると、給付を受ける権利（以下 

本問において「受給権」という。）は、その権利を有する者の請求に基づいて、 

事業主（企業年金基金を設立して実施する確定給付企業年金を実施する 

場合にあっては、企業年金基金。以下本問において「事業主等」という。）が

裁定する。

Ｃ　確定給付企業年金法第 ₃₄ 条第 ₁ 項及び第 ₂ 項によると、受給権は、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さえることができない。ただし、老齢給

付金、脱退一時金及び障害給付金を受ける権利を国税滞納処分（その例に

よる処分を含む。）により差し押さえる場合は、この限りでない。また、租

税その他の公課は、遺族給付金として支給を受けた金銭を標準として、課

することができない。

Ｄ　確定給付企業年金法第 ₅₅ 条第 ₁ 項及び第 ₂ 項によると、事業主は、給

付に関する事業に要する費用に充てるため、規約で定めるところにより、

年 ₁ 回以上、定期的に掛金を拠出しなければならない。加入者は、政令で

定める基準に従い規約で定めるところにより、当該掛金の一部を負担しな

ければならない。

Ｅ　事業主等は、毎事業年度終了後 ₆ か月以内に、厚生労働省令で定めると

ころにより、確定給付企業年金の事業及び決算に関する報告書を作成し、

厚生労働大臣に提出しなければならない。
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〔問　 7〕　確定拠出年金法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　確定拠出年金法において「個人型年金加入者」とは、個人型年金におい

て、掛金を拠出し、かつ、その個人別管理資産について運用の指図を行う

者をいう。

Ｂ　確定拠出年金法第 ₁₉ 条第 ₂項によると、事業主掛金の額は、企業型年

金規約で定めるものとする。

Ｃ　確定拠出年金法第 ₄₀ 条によると、企業型年金の死亡一時金は、企業型

年金加入者又は企業型年金加入者であった者（当該企業型年金に個人別管

理資産がある者に限る。）が死亡したときに、その者の遺族に、資産管理機

関が企業型記録関連運営管理機関等の裁定に基づいて、支給する。

Ｄ　確定拠出年金法第 ₇₀ 条の ₂第 ₁項によると、中小事業主は、同法第 ₆₈

条の ₂第 ₁項の規定により中小事業主掛金を拠出するときは、個人型年金

規約で定めるところにより、確定拠出年金運営管理機関に納付するものと

する。

Ｅ　確定拠出年金法第 ₈₈ 条第 ₁項及び第 ₂項によると、確定拠出年金運営

管理業は、主務大臣の登録を受けた法人でなければ、営んではならない。

銀行その他の政令で定める金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、当

該登録を受けて確定拠出年金運営管理業を営むことができる。

〔問　 8〕　国民健康保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　国民健康保険法第 ₅条第 ₁項及び同法第 ₆条第 ₁項によると、都道府県

の区域内に住所を有する世帯主は、当該都道府県が当該都道府県内の市町

村とともに行う国民健康保険の被保険者とする。なお、世帯主に扶養され

る者は、当該国民健康保険の被扶養者とする。しかしながら、健康保険法

の規定による被保険者及び健康保険法の規定による被扶養者は都道府県が

当該都道府県内の市町村とともに行う国民健康保険の被保険者としない。
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Ｂ　国民健康保険法第 ₁₁₆ 条によると、修学のため一の市町村の区域内に住

所を有する被保険者であって、修学していないとすれば他の市町村の区域

内に住所を有する他人と同一の世帯に属するものと認められるものは、こ

の法律の適用については、当該他の市町村の区域内に住所を有するものと

みなし、かつ、当該世帯に属するものとみなす。

Ｃ　国民健康保険法第 ₁₁₆ 条の ₂第 ₁項によると、病院又は診療所への入院

をしたことにより、病院、診療所の所在する場所に住所を変更したと認め

られる被保険者であって、当該病院等に入院等をした際他の市町村（当該

病院等が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有してい

たと認められるものは、この法律の適用については、当該他の市町村の区

域内に住所を有するものとみなすが、老人福祉法に規定する養護老人ホー

ム又は特別養護老人ホームへの入所をしたことにより、養護老人ホーム又

は特別養護老人ホームの所在する場所に住所を変更したと認められる被保

険者については、当該病院等に入所をした際他の市町村（当該病院等が所

在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認めら

れるものであっても、この法律の適用については、当該他の市町村の区域

内に住所を有するものとみなさない。

Ｄ　国民健康保険法第 ₁₉ 条第 ₁項によると、国民健康保険組合の組合員及

び組合員の世帯に属する者は、当該国民健康保険組合が行う国民健康保険

の被保険者とする。その国民健康保険の被保険者が同時に ₂以上の事業所

に使用される場合において、保険者である国民健康保険組合が ₂以上ある

ときは、事実発生から ₁₀ 日以内に被保険者が主たる事業所を選択しなけ

ればならない。

Ｅ　国民健康保険法第 ₉₉ 条によると、審査請求は、処分があったことを

知った日の翌日から起算して ₂か月以内に、文書又は口頭でしなければな

らない。ただし、正当な理由により、この期間内に審査請求をすることが

できなかったことを疎明したときは、この限りでない。
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〔問　 9〕　高齢者医療確保法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　高齢者医療確保法において「特定健康診査」とは、同法第 ₁₈ 条第 ₁項に

よると、糖尿病その他の政令で定める生活習慣病に関する健康診査をいう。

Ｂ　高齢者医療確保法第 ₅₁ 条によると、生活保護法による保護を受けてい

る世帯（その保護を停止されている世帯を除く。）に属する者及び後期高齢

者医療の適用除外とすべき特別の理由がある者で厚生労働省令で定めるも

のは、後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者としない。

Ｃ　高齢者医療確保法第 ₅₆条によると、後期高齢者医療給付は、療養の給付

及び入院時食事療養費等の支給、高額療養費及び高額介護合算療養費の支

給、後期高齢者医療広域連合の条例で定めるところにより行う給付とする。

Ｄ　高齢者医療確保法第 ₉₅ 条第 ₁項及び第 ₂項によると、国は、後期高齢

者医療の財政を調整するため、政令で定めるところにより、後期高齢者医

療広域連合に対して調整交付金を交付する。当該調整交付金の総額は、同

法第 ₉₃ 条第 ₁項の規定による負担対象総額の見込額の総額の ₁₂ 分の ₁に

相当する額とする。

Ｅ　高齢者医療確保法第 ₁₀₄ 条第 ₂項及び第 ₃項によると、後期高齢者医療

の保険料率（政令で定める基準に従い後期高齢者医療広域連合の条例で定

めるところにより算定された保険料率）は、療養の給付等に要する費用の

額の予想額等に照らし、おおむね ₅年を通じ財政の均衡を保つことができ

るものでなければならない。

〔問　10〕　児童手当法に関する次のアからオの記述のうち、正しいものの組合せは、

後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　「児童」とは、₁₅ 歳に達する日以後の最初の ₃月 ₃₁ 日までの間にある者

であって、日本国内に住所を有するもの又は留学その他の内閣府令で定め

る理由により日本国内に住所を有しないものをいう。

イ　児童手当の支給は、一般受給資格者及び施設等受給資格者が児童手当法

第 ₇条の規定による認定の請求をした日の属する月から始め、児童手当を

支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わる。
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ウ　児童手当は、毎年 ₂ 月、 ₄ 月、 ₆ 月、 ₈ 月、₁₀ 月及び ₁₂ 月の ₆ 期に、

それぞれの前月までの分を支払う。ただし、前支払期月に支払うべきで

あった児童手当又は支給すべき事由が消滅した場合におけるその期の児童

手当は、その支払期月でない月であっても、支払うものとする。

エ　児童手当を支給すべきでないにもかかわらず、児童手当の支給としての

支払が行われたときは、その支払われた児童手当は、その後に支払うべき

児童手当の内払とみなすことができない。

オ　児童手当の支給を受ける権利は、これを行使することができる時から ₂  

年を経過したときは、時効によって消滅する。

Ａ　（アとイ） Ｂ　（アとウ） Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（ウとオ） Ｅ　（エとオ）
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健　康　保　険　法

〔問　 1〕　健康保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　保険者は、被保険者又は被保険者であった者が、正当な理由なしに療養

に関する指示に従わないときは、保険給付の一部を行わないことができ

る。療養の給付については、正当の理由なく療養の指揮に従わない顕著な

事実があって、これを矯正するのに他の手段が行われ難い場合に限り制限

の対象とする。

Ｂ　高額療養費の時効起算日は、診療月の翌月の ₁日であり、傷病が月の途

中で治癒した場合においても同様である。ただし、診療費の自己負担分を、

診療月の翌月以後に支払ったときは、支払った日の翌日が起算日となる。

Ｃ　保険者は、療養の給付若しくは入院時食事療養費、入院時生活療養費若

しくは保険外併用療養費の支給（以下この項において「療養の給付等」とい

う。）を行うことが困難であると認めるとき、又は被保険者が保険医療機関

等以外の病院、診療所、薬局その他の者から診療、薬剤の支給若しくは手

当を受けた場合において、保険者がやむを得ないものと認めるときは、療

養の給付等に代えて、療養費を支給することができる。保険者がやむを得

ないものと認める場合とは、疾病又は負傷等に際し直に診療又は手当を受

けなければならないため、保険医のところに行って診療又は手当を受ける

時間的余裕のない場合等通常の場合において保険医を選定することが不能

又は著しく困難と認められる状態をいう。

Ｄ　独立して生計を営む子が、健康保険法の適用を受けない事業所に勤務す

るうち疾病のため失業し、被保険者である父に扶養されるようになった場

合、父の被扶養者として家族療養費は支給されない。
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Ｅ　被扶養者が健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又

は薬局から療養を受けた場合、保険者がその被扶養者の支払うべき療養に

要した費用のうち家族療養費として被保険者に支給すべき額に相当する額

の支払を免除したときは、被保険者に対し家族療養費の支給があったもの

とみなす。

〔問　 2〕　健康保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　被保険者（任意継続被保険者を除く。）は、その事業所に使用されなく

なったときに至った日の翌日（その事実があった日に更に被保険者の資格

を取得するに至ったときは、その日）から、被保険者の資格を喪失する。

事実上の使用関係がなく、かつ、休業手当も支給されてはいないが、雇用

契約が存続する場合には、被保険者の資格は喪失しない。

Ｂ　被保険者の被扶養者が死亡したときは、家族埋葬料として、被保険者に

対して ₅ 万円が支給される。死産児につき法律上埋葬を必要とするため、

被保険者の経済的負担となる事実に鑑み死産の場合には、埋葬の事実に基

づいて家族埋葬料を支給する。

Ｃ　任意継続被保険者の申出は、被保険者の資格を喪失した日から ₂₀ 日以

内にしなければならない。ただし、保険者は、被保険者の法律の不知は正

当な理由であるとして、この期間を経過した後の申出であっても受理する

ことができる。

Ｄ　任意継続被保険者になった者が、保険者の被保険者の被扶養者となる要

件を充足した場合、その日に任意継続被保険者としての資格を喪失する。

Ｅ　被保険者の賞与額に関する健康保険法第 ₄₈ 条の規定による届出は、賞

与を支払った日から ₅ 日以内に、健康保険被保険者賞与支払届を日本年金

機構又は健康保険組合に提出することによって行う。事業主は、同一月に 

₂ 回以上賞与等の支払を行う場合にあっては、最後の賞与等の支払を行っ

た後 ₅ 日以内に、合算し一括して差し支えない。
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〔問　 3〕　健康保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　人工妊娠中絶のうち妊娠 ₄ か月以上のものにあっては、療養の給付及び

出産育児一時金の給付の対象となり、妊娠 ₄ か月未満のものにあっては、

療養の給付のみが対象となる。ただし、療養の給付については単に経済的

理由による場合には対象とはならない。

Ｂ　賞与に係る報酬額は、標準報酬月額の定時決定又は ₇ 月、 ₈ 月若しくは 

₉ 月の随時改定の際、（ア）₇ 月 ₁ 日前の ₁ 年間に受けた賞与の額を ₁₂ で

除して得た額、（イ）₇ 月 ₁ 日以前 ₁ 年内に諸規定により賞与の支給回数が

変更され、新たに当該賞与が報酬に該当したときは、変更後の諸規定によ

る賞与の支給回数等の支給条件であったとすれば同日前 ₁ 年間に受けたで

あろう賞与の額を算定し、その額を ₁₂ で除して得た額により算定する。

Ｃ　被保険者に係る療養の給付等について、労災保険法の規定によりこれら

に相当する給付を受けることができる場合には行わない。労災保険の任意

適用事業所に使用される被保険者に係る通勤災害について、それが労災保

険の保険関係の成立の日前に発生したものであるときは、健康保険等で給

付される。ただし、事業主の申請により、保険関係成立の日から労災保険

の通勤災害の給付が行われる場合はこの限りではない。

Ｄ　高齢受給者証の交付を受けている者の一部負担金の割合について、随時

改定により標準報酬月額が変更になり負担割合も変更する者については、

負担割合が変更になるのは改定後の標準報酬月額が適用される月の翌月か

らである。

Ｅ　日雇特例被保険者が家族埋葬料の支給を受けるには、死亡の日の属する

月の前 ₂ か月間に通算して ₂₆ 日分以上又は当該月の前 ₆ か月間に通算し

て ₇₈ 日分以上の保険料が、その日雇特例被保険者について納付されてい

なければならない。
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〔問　 4〕　健康保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法第 ₂₅₂ 条の ₁₉ 第 ₁  

項の指定都市にあっては、区長又は総合区長とする。）は、保険者又は保険

給付を受けるべき者に対して、当該市町村（特別区を含む。）の条例で定め

るところにより、被保険者又は被保険者であった者の戸籍に関し、無料で

証明を行うことができる。埋葬料又は埋葬費支給申請のときに添付する埋

葬許可証又は火葬許可証の写しは、戸籍に関する証明に該当する。

Ｂ　厚生労働大臣は、健康保険法第 ₆₃ 条第 ₂ 項第 ₄ 号に規定する患者申出

療養の申出を受けた場合において、当該申出に係る療養を患者申出療養と

して定めることとした場合には、その旨を当該申出を行った者に速やかに

通知する。当該申出に係る療養を患者申出療養として定めないこととした

場合には、その結果のみを当該申出を行った者に速やかに通知する。

Ｃ　健康保険法第 ₈₂ 条第 ₂ 項によると、厚生労働大臣は、保険医療機関若

しくは保険薬局に係る指定を行おうとするとき、若しくはその指定を取り

消そうとするとき、又は保険医若しくは保険薬剤師に係る登録を取り消そ

うとするときは、政令で定めるところにより、地方社会保険医療協議会の

議を経なければならない。

Ｄ　被保険者が療養の給付（保険外併用療養費に係る療養を含む。）を受ける

ため、病院又は診療所に移送されたときは、移送費として、厚生労働省令

で定めるところにより算定した金額を支給する。移送費は、厚生労働省令

で定めるところにより、保険者が必要であると認める場合に限り、支給す

るものとする。保険者は、①移送により法に基づく適切な療養を受けたこ

と、②移送の原因である疾病又は負傷により移動をすることが著しく困難

であったこと、③緊急その他やむを得なかったこと、以上のいずれにも該

当すると認められる場合に移送費を支給する。したがって、通院なども一

時的、緊急的な必要性があれば移送費の支給の対象となる。
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Ｅ　保険者は、被保険者の資格を取得した者があるときは、日、時間、出来

高又は請負によって報酬が定められる場合、被保険者の資格を取得した月

前 ₁ か月間に当該事業所において、同様の業務に従事し、かつ、同様の報

酬を受ける者が受けた報酬の額を平均した額を報酬月額として、標準報酬

月額を決定する。

〔問　 5〕　健康保険法に関する次のアからオの記述のうち、誤っているものの組合せ

は、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　健康保険組合の会計年度は、毎年 ₄ 月 ₁ 日に始まり、翌年 ₃ 月 ₃₁ 日に

終わる。健康保険組合は、毎年度、収入支出の予算を作成し、当該年度の

開始前に、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したとき

も、同様である。また毎年度終了後 ₆ か月以内に事業及び決算に関する報

告書を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならない。さらに毎月の事

業状況を翌月 ₂₀ 日までに管轄地方厚生局長等に報告しなければならない。

イ　健康保険組合は、規約において、名称、事務所の所在地、健康保険組合

の設立に係る適用事業所の名称及び所在地、組合会に関する事項、役員に

関する事項、組合員に関する事項、保険料に関する事項、準備金その他の

財産の管理に関する事項、公告に関する事項などを定めなくてはならな

い。また、これらの規約内容のすべての変更は厚生労働大臣の認可を受け

なければ、その効力を生じない。

ウ　健康保険法第 ₅₃ 条によると、保険者が健康保険組合である場合におい

ては、同法第 ₅₂ 条各号に掲げる保険給付に併せて、理事の定数の ₂ 分の 

₁ 以上の同意があれば、保険給付としてその他の給付を行うことができる。

エ　健康保険組合は、支払上現金に不足を生じたときは、準備金に属する現

金を繰替使用し、又は一時借入金をすることができる。ただし、この繰替

使用した金額及び一時借入金は、当該会計年度内に返還しなければならない。
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オ　健康保険組合連合会は、健康保険組合が管掌する健康保険の医療に関す

る給付、保健事業及び福祉事業の実施又は健康保険組合に係る前期高齢者

納付金等、後期高齢者支援金等、日雇拠出金、介護納付金、流行初期医療

確保拠出金等若しくは子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用の財

源の不均衡を調整するため、健康保険組合に対する交付金の交付事業を実

施している。その事業の費用に充てるために、健康保険組合は調整保険料

を徴収し、拠出金を健康保険組合連合会に拠出している。

Ａ　（アとイ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとウ）

Ｄ　（ウとオ） Ｅ　（エとオ）

〔問　 6〕　健康保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　地域型健康保険組合とは、合併により設立された健康保険組合又は合併

後存続する健康保険組合のうち、次のいずれの要件に該当するものをい

う。①合併前の健康保険組合の設立事業所がいずれも同一都道府県の区域

にあること、②当該合併が指定健康保険組合、被保険者の数が常時 ₇₀₀ 人

に満たなくなった又は共同して設立された場合は常時 ₃，₀₀₀ 人に満たなく

なった健康保険組合その他事業運営基盤の安定が必要と認められる健康保

険組合として厚生労働省令で定めるものを含むこと。

Ｂ　傷病手当金は、被保険者（任意継続被保険者を除く。）が療養のため労務

に服することができないときに、その労務に服することができなくなった

日から起算して ₃ 日を経過した日から労務に服することができない期間

に、支給される。そのため本来の職場では働けないが、本来の職場におけ

る労務に対する代替的性格をもたない副業の労務に従事して、賃金を得る

ことができるような場合は支給されない。

Ｃ　法人である納付義務者が解散したとき、又は納付義務者に競売の開始が

あったとき、保険者は納期前であってもすべての保険料を徴収することが

できる。
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Ｄ　出産手当金は出産の日（出産の日が出産の予定日後になった場合は、出

産の予定日）以前 ₄₂ 日（多胎妊娠の場合は ₉₈ 日）から出産の日の後 ₅₆ 日ま

での間において労務に服さなかった期間に支給される。

Ｅ　被保険者が電子資格確認を受けることができない状況にあるときは、そ

の被保険者は保険者に対し、当該状況にある被保険者の資格に係る情報に

関する事項を記載した書面の交付又は当該事項の電磁的方法による提供を

求めることができる。書面の交付を受け、若しくは電磁的方法により当該

事項の提供を受けた被保険者は、それを保険医療機関の窓口において提示

することにより、療養の給付を受ける場合の被保険者の資格の確認を受け

ることができる。

〔問　 7〕　健康保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　保険外併用療養費は、被保険者が保険医療機関等のうち自己の選定する

ものから、電子資格確認等により、被保険者であることの確認を受け、評

価療養、患者申出療養又は選定療養を受けたときに、その療養に要した費

用について支給される。

Ｂ　健康保険法第 ₁₆₀ 条の ₂によると、子ども・子育て支援金率について

は、各年度において全ての保険者が納付すべき子ども・子育て支援納付金

の総額を当該年度における全ての保険者が管掌する被保険者の標準報酬月

額の総額の見込額で除した率を基礎として、保険者が定めるとされている。

Ｃ　出産育児一時金及び家族出産育児一時金の支給に要する費用の一部につ

いては、政令で定めるところにより、高齢者の医療の確保に関する法律の

規定により社会保険診療報酬支払基金が保険者に対して交付する出産育児

交付金が充てられている。
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Ｄ　産前産後休業を終了した被保険者が、当該産前産後休業を終了した日に

おいて当該産前産後休業に係る子を養育する場合において、その使用され

る事業所の事業主を経由して保険者等に申出をしたときは、保険者等は産

前産後休業終了日の翌日が属する月以後 ₃か月間（産前産後休業終了日の

翌日において使用される事業所で継続して使用された期間に限るものと

し、かつ、報酬支払の基礎となった日数が ₁₇ 日未満である月があるとき

は、その月を除く。）に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額

を報酬月額として、標準報酬月額を改定する。

Ｅ　健康保険法施行規則第 ₄₄ 条によると、任意継続被保険者は、個人番

号、氏名又は住所を変更したときは、 ₅日以内に、変更前及び変更後の個

人番号、氏名又は住所を保険者に届け出なければならない。ただし、住所

の変更については、当該任意継続被保険者が健康保険組合が管掌する健康

保険の任意継続被保険者であって、当該健康保険組合が当該任意継続被保

険者に係る機構保存本人確認情報の提供を受けることができるとき（当該

健康保険組合が、当該任意継続被保険者に対し、当該任意継続被保険者に

係る情報の提供を求めないときに限る。）は、この限りでない。

〔問　 8〕　健康保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　健康保険法第 ₁₁₅ 条第 ₁項によると、療養の給付について支払われた一

部負担金の額又は療養（食事療養及び生活療養を除く。）に要した費用の額

からその療養に要した費用につき保険外併用療養費、療養費、訪問看護療

養費、家族療養費若しくは家族訪問看護療養費として支給される額に相当

する額を控除した額が著しく高額であるときは、その療養の給付又はその

保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、家族療養費若しくは家族訪

問看護療養費の支給を受けた者に対し、高額療養費を支給する。
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Ｂ　全国健康保険協会が管掌する健康保険の被保険者が同一月内で健康保険

組合が管掌する健康保険の被保険者となった場合の高額療養費は、同一の

病院で受けた療養の給付であったとしても、診療報酬請求明細書（レセプ

ト）がそれぞれの管掌者別に区分されるので、それぞれの管掌者ごとに支

給対象となるか否かを判断する。

Ｃ　被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

あるものの父母及び子であって、その被保険者と同一の世帯に属し、主と

してその被保険者により生計を維持するものの場合、その配偶者の死亡後

においてもその父母及び子であって、引き続きその被保険者と同一の世帯

に属し、主としてその被保険者により生計を維持するものは被扶養者である。

Ｄ　年収 ₅₀₀ 万円の被保険者と同居している妻（令和 ₈年 ₄月 ₁日現在 ₂₁ 歳

の大学生であって障害者ではない。）が、年間の見込収入額が ₁₄₄ 万円の場

合、主としてその被保険者により生計を維持する者として被扶養者に認定

される。

Ｅ　年収 ₇₀₀ 万円の被保険者と別居している子（令和 ₈年 ₄月 ₁日現在 ₁₉ 歳

の大学生であって、実家から離れて被保険者から年間 ₁₈₀ 万円の援助によ

り生活しており、障害者ではない。）が、年間の見込収入額が ₁₄₅ 万円の場

合、主としてその被保険者により生計を維持する者として被扶養者に認定

される。

〔問　 9〕　健康保険法に関する次のアからオの記述のうち、誤っているものの組合せ

は、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　被保険者に関する毎月の保険料は、翌月末日までに、納付しなければな

らない。ただし、任意継続被保険者に関する保険料については、その月の

₁₀ 日（初めて納付すべき保険料については、保険者が指定する日）までと

する。
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イ　任意継続被保険者は、将来の一定期間の保険料を前納することができ

る。任意継続被保険者は自己の負担する保険料を納付する義務を負い、保

険料の前納は、 ₄ 月から ₉ 月まで若しくは ₁₀ 月から翌年 ₃ 月までの ₆ か

月間又は ₄ 月から翌年 ₃ 月までの ₁₂ か月間を単位として行うものとす

る。ただし、当該 ₆ か月又は ₁₂ か月の間において、任意継続被保険者の

資格を取得した者又はその資格を喪失することが明らかである者について

は、当該 ₆ か月間又は ₁₂ か月間のうち、その資格を取得した日の属する

月の翌月以降の期間又はその資格を喪失する日の属する月の前月までの期

間の保険料について前納を行うことができる。

ウ　被保険者（任意継続被保険者を除く。）が療養のため労務に服することが

できないことにより傷病手当金を受給している期間中に ₆₅ 歳に達したこ

とにより国民年金法及び厚生年金保険法による老齢を支給事由とする年金

たる給付の支給を受けることができるときは、傷病手当金は、支給されな

い。ただし、その受けることができる老齢退職年金給付の額（当該老齢退

職年金給付が ₂ 以上あるときは、当該 ₂ 以上の老齢退職年金給付の額の合

算額）につき厚生労働省令で定めるところにより算定した額が、傷病手当

金の額より少ないときは、その差額が支給される。

エ　被保険者の被扶養者が家族療養費に係る療養を受けるため、病院又は診

療所に移送されたときは、家族移送費として、被保険者に対し、厚生労働

省令で定めるところにより算定した金額が支給される。

オ　被保険者の疾病又は負傷に関して、入院している場合における食事は医

療の一環として提供されるべきものであり、それぞれ患者の病状に応じて

必要とする栄養量が与えられ、食事の質の向上と患者サービスの改善をめ

ざして行われるべきものである。また、生活療養の温度、照明及び給水に

関する療養環境は医療の一環として形成されるべきものであり、それぞれ

の患者の病状に応じて適切に行われるべきものである。これらは健康保険

法第 ₆₃ 条第 ₁ 項に定める療養の給付により提供される。

Ａ　（アとイ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとオ）

Ｄ　（ウとエ） Ｅ　（ウとオ）
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〔問　10〕　健康保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　定時決定の規定は、 ₆ 月 ₁ 日から ₇ 月 ₁ 日までの間に被保険者の資格を

取得した者には適用されない。 ₆ 月 ₁ 日に入社した者の資格取得時決定に

より決定された標準報酬月額は、同じ事業所にて定時決定された被保険者

と同じ翌年の ₈ 月までの各月の標準報酬月額とされる。

Ｂ　保険者等は、月給者の定時決定を行う場合、その被保険者が毎年 ₄ 月 ₁  

日現に使用される事業所において同日以後 ₃ か月間である ₄ 月、 ₅ 月、 ₆ 月 

に実際に支給された賃金や報酬の総額をもとに標準報酬月額を決定する。

Ｃ　標準報酬月額の定時決定等における支払基礎日数の取扱いとして、月給

者については各月の暦日数によることから、月給者で欠勤日数分に応じ給

与が差し引かれる場合にあっては、その月における暦日の数から当該欠勤

日数を控除した日数を支払基礎日数とする。

Ｄ　保険者等は、被保険者が現に使用される事業所において継続した ₃ か月

間（その事業所で継続して使用された期間に限るものとし、かつ、報酬支

払の基礎となった日数が ₁₇ 日未満である月があるときは、その月を除

く。）に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額が、その者の標

準報酬月額の基礎となった報酬月額に比べて、著しく高低を生じた場合に

おいて、必要があると認めるときは随時改定の対象となり、その額を報酬

月額として、その著しく高低を生じた月の翌月から、標準報酬月額を改定

することができる。

Ｅ　健康保険法第 ₁₉₉ 条第 ₁ 項によると、保険者等は、被保険者の資格、標

準報酬又は保険料に関し必要があると認めるときは、事業主に対し、事業

所の名称、所在地その他必要な資料の提供を求め、又は銀行、信託会社そ

の他の機関に対し、被保険者若しくは被保険者であると認められる者の収

入の状況その他の事項につき、報告を求めることができる。
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厚 生 年 金 保 険 法

〔問　 1〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　障害等級 ₂ 級に該当する程度の障害の状態であり、障害厚生年金の受給

権者である甲について、障害等級に該当する程度の障害の状態に該当しな

くなったことにより、当該障害厚生年金の支給が停止された。その後、甲

が障害厚生年金の支給事由となった障害とは別の疾病により障害の状態と

なり、当該新たな疾病に係る障害認定日以後 ₆₅ 歳に達する日の前日まで

の間において、当該障害厚生年金の支給事由となった障害と新たな障害と

を併合した障害の程度が障害等級 ₂ 級に該当する程度の障害の状態となっ

た。この場合、当該障害厚生年金の支給停止は解除される。なお、新たな

疾病の初診日において甲は被保険者であり、また、厚生年金保険法第 ₄₇

条第 ₁ 項ただし書きで規定する保険料納付要件を満たしているものとする。

Ｂ　障害厚生年金は、その受給権者が当該傷病について労働基準法第 ₇₇ 条

の規定による障害補償を受ける権利を取得したときは、 ₇ 年間、その支給

が停止される。

Ｃ　厚生年金保険法第 ₄₈ 条第 ₁ 項の規定による前後の障害を併合した障害

の程度による障害厚生年金の額の算定においては、併合されたそれぞれの

障害に係る障害認定日のうちいずれか早い日の属する月後における被保険

者期間は、その計算の基礎とされない。

Ｄ　障害厚生年金の受給権者の配偶者であり、加給年金額加算の対象となっ

ていた者が、老齢厚生年金（年金額の計算の基礎となる被保険者期間が

₁₂₀ 月であるとする。）の支給を受けることができるようになった。この場

合、加給年金額の支給が停止される。
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Ｅ　障害厚生年金（障害等級 ₁級又は ₂級）の受給権を取得した日に、当該受

給権者によって生計を維持しているその者の ₆₅ 歳未満の配偶者がいる場

合は、加給年金額の加算が行われるが、受給権を取得した日の翌日以後に

その者によって生計を維持しているその者の ₆₅ 歳未満の配偶者を有する

ことになった場合には加給年金額の加算は行われない。

〔問　 2〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　常時 ₅人以上の従業員を使用する社会保険労務士の事務所（法人ではな

いものとする。）は、当該事業所を適用事業所とするためには厚生労働大臣

の認可を受ける必要がある。

Ｂ　適用事業所となる船舶の船舶所有者は適用事業所の事業主とみなされる

が、船舶賃借の場合は、船舶の所有者ではなく船舶借入人が事業主とみな

される。

Ｃ　健康保険法第 ₃₁ 条第 ₂項による任意適用事業所の認可の申請と同時に

厚生年金保険法第 ₆条第 ₄項による任意適用事業所の認可の申請を行う場

合であっても、両者はそれぞれ個別に申請書を提出しなければならない。

Ｄ　 ₂以上の適用事業所（船舶ではないものとする。）の事業主が同一である

場合には、当該事業主は、厚生労働大臣に届け出ることにより、当該 ₂以

上の事業所を ₁の適用事業所とすることができるが、この届出があった場

合には、当該 ₂以上の適用事業所は適用事業所でなくなったものとみなさ

れる。

Ｅ　適用事業所の事業主は、廃止、休止その他の事情により適用事業所に該

当しなくなったときは、原則として、当該事実があった日から ₁₀ 日以内

に、所定の事項を記載した届書を日本年金機構に提出しなければならない

が、この届書には、登記事項証明書その他の適用事業所に該当しなくなっ

たことを証する書類を添えなければならない。なお、当該事業主は船舶所

有者ではなく、また、任意適用取消の申請は行っていないものとする。
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〔問　 3〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　 ₁ か月の期間を定めて臨時に使用される者で、定めた期間を超えて使用

されることが見込まれないものは、厚生年金保険の被保険者とはならな

い。ただし、船舶所有者に使用される船員ではないものとする。

Ｂ　 ₂ 以上の種別の被保険者であった期間を有する者に係る老齢厚生年金に

ついて、厚生年金保険法第 ₄₂ 条（受給権者）の規定を適用する場合におい

ては、第 ₁ 号厚生年金被保険者期間、第 ₂ 号厚生年金被保険者期間、第 ₃  

号厚生年金被保険者期間又は第 ₄ 号厚生年金被保険者期間に係る被保険者

期間ごとに適用するものとされている。

Ｃ　厚生年金保険法第 ₄₃ 条第 ₂ 項に規定する在職定時改定は、同法附則第 

₈ 条に規定する ₆₅ 歳未満の者に支給する特例による老齢厚生年金の額に

ついては、適用しない。

Ｄ　特定適用事業所に使用される者で ₁ 週間の所定労働時間が同一の事業所

に使用される通常の労働者の ₁ 週間の所定労働時間の ₄ 分の ₃ 未満である

者は、 ₁ 週間の所定労働時間が ₂₀ 時間以上であったとしても、その者が

学校教育法に規定する大学の学生（卒業を予定している者であって、適用

事業所に使用され、卒業した後も引き続き当該適用事業所に使用されるこ

ととなっているもの、休学中の者及び定時制の課程等に在学する者その他

これらに準ずる者には該当しないものとする。）である場合には、厚生年金

保険の被保険者とはならない。

Ｅ　特定適用事業所に該当しなくなった適用事業所に使用される特定 ₄ 分の 

₃ 未満短時間労働者（厚生年金保険の被保険者の資格を有していたものとす 

る。）については、事業主の申出がない場合であっても、特定適用事業所に 

該当しなくなった日の翌日に、厚生年金保険の被保険者の資格を喪失する。

〔問　 4〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　遺族厚生年金の支給要件を満たす被保険者の死亡について労働基準法第

₇₉ 条による遺族補償の支給が行われるべきものであるときは、死亡の日

から ₆ 年間、遺族厚生年金の支給が停止される。
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Ｂ　 ₂ 以上の種別の被保険者であった期間を有する者の遺族に係る遺族厚生

年金（厚生年金保険法第 ₅₈ 条第 ₁ 項第 ₁ 号から第 ₃ 号までのいずれかに該

当することにより支給されるものに限る。）の額については、死亡した者に

係る ₂ 以上の被保険者の種別に係る被保険者であった期間を合算し、 ₁ の

期間に係る被保険者期間のみを有するものとみなして、遺族厚生年金の額

の計算及びその支給停止に関する規定その他政令で定める規定が適用される。

Ｃ　配偶者以外の者に対する遺族厚生年金の受給権者が ₂ 人以上である場合

において、受給権者のうち ₁ 人以上の者の所在が ₁ 年以上明らかでないと

きは、その者に対する遺族厚生年金は、他の受給権者の申請によって、そ

の所在が明らかでなくなった時にさかのぼって、その支給を停止する。

Ｄ　被保険者である甲には妻の乙と ₁₀ 歳の子である丙がいたが、甲が死亡

したことにより、乙と丙が遺族厚生年金の受給権者となった。その ₃ 年

後、乙は丁と再婚し、丙は丁の養子となった。この場合、乙と丙の受給権

は消滅する。

Ｅ　被保険者であり老齢厚生年金の受給権者でもある戊は、令和 ₈ 年 ₃ 月

₃₁ 日に適用事業所を退職したことにより同年 ₄ 月 ₁ 日に被保険者の資格

を喪失したが、その後、同年 ₈ 月現在まで被保険者にはなっていない。こ

の場合、厚生年金保険法第 ₄₃ 条第 ₃ 項に規定する退職改定として、同年 

₄ 月から年金額が改定される。

〔問　 5〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　₆₅ 歳以後の在職老齢年金の計算で用いられる基本月額は、加給年金額

を含む老齢厚生年金の額を ₁₂ で除して得た額である。

Ｂ　₆₇ 歳の老齢厚生年金の受給者かつ厚生年金保険の被保険者で、在職老

齢年金による支給停止を受けていた者が、令和 ₈ 年 ₈ 月 ₁ 日に退職した。

この退職の後に再就職する予定はない。この場合、令和 ₈ 年 ₈ 月分の老齢

厚生年金は、在職老齢年金による支給停止の対象とはならない。
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Ｃ　₆₇ 歳の老齢厚生年金の受給者かつ ₆₅ 歳到達以降、厚生年金保険の被保

険者ではなかった者が、令和 ₈ 年 ₈ 月 ₁ 日に就職し、厚生年金保険の被保

険者の資格を取得した。この場合、令和 ₈ 年 ₈ 月分の老齢厚生年金は、在

職老齢年金による支給停止の対象とはならない。

Ｄ　報酬又は賞与の全部又は一部が、通貨以外のもので支払われる場合、そ

の価額は、全国一律の基準で、厚生労働大臣が定める。

Ｅ　当分の間、一定の要件を満たす ₆₀ 歳以上 ₆₅ 歳未満である者は、₆₅ 歳

に達する前に老齢厚生年金の支給繰上げの請求をすることができる。現に

国民年金の任意加入被保険者である者も、この請求をすることができる。

〔問　 6〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　老齢厚生年金における加給年金額の加算対象となる配偶者が、国民年金

法第 ₃₀ 条の ₄ の障害基礎年金を受給している場合は、当該加給年金額は

支給停止となる。ただし、配偶者の前年所得に応じて、当該障害基礎年金

の ₂ 分の ₁ 相当額が支給停止されているときは、加給年金額は支給停止と

ならない。

Ｂ　甲は、高校卒業直後の ₄ 月 ₁ 日に ₁₈ 歳で就職し、厚生年金保険の被保

険者となった。入社 ₂ か月目に初診日のある傷病により、障害認定日に障

害の状態が障害等級 ₂ 級に該当すると認定された。障害認定日時点では

₁₉ 歳であった。₂₀ 歳前に初診日があるため、甲には障害厚生年金は支給

されず、₂₀ 歳に達した日の属する月の翌月分から、国民年金法第 ₃₀ 条の 

₄ に基づく障害基礎年金が支給される。

Ｃ　加給年金額の対象者がいる老齢厚生年金の受給権者は、原則として、毎

年、誕生日の属する月の翌月末日までに、生計維持確認届を日本年金機構

に提出しなければならない。なお、当該老齢厚生年金の額の全部につき支

給が停止されているときも、生計維持確認届の提出が必要である。
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Ｄ　「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等

の一部を改正する等の法律」（令和 ₇年法律第 ₇₄ 号）により、法律の公布日

の属する年度の翌年度から、次期財政検証作成年度の翌年度までの間は、

厚生年金（報酬比例部分）の給付調整が継続される。この間、厚生年金で

は、マクロ経済スライドによる調整において、その調整率が軽減される。

Ｅ　年金額は物価変動率などに応じて毎年度改定が行われるが、改定後の年

金額が最初に支給されるのは ₄月の支給日である。

〔問　 7〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　厚生年金保険法第 ₅₆ 条の規定により、障害手当金は、原則として、厚

生年金保険の年金たる保険給付の受給権者には支給されない。ただし、最

後に障害等級に該当しなくなった日から起算して障害状態に該当すること

なく ₃年を経過した障害厚生年金の受給権者（現に障害状態に該当しない

者に限る。）は支給対象となりうる。

Ｂ　障害手当金を受ける権利は、その支給すべき事由が生じた日から ₅年を

経過したときは、時効によって消滅する。

Ｃ　障害厚生年金の受給権者で、障害の程度の診査が必要であると認めて厚

生労働大臣が指定したものは、厚生労働大臣が指定した年において、指定

日までに、指定日前の ₁年以内に作成されたその障害の現状に関する医師

等の診断書を日本年金機構に提出しなければならない。ただし、当該障害

厚生年金の額の全部につき支給が停止されているときは、この限りでない。

Ｄ　実施機関は、合意分割（厚生年金保険法第 ₇₈ 条の ₂に規定する離婚等を

した場合における標準報酬の改定の特例をいう。）の規定により標準報酬の

改定又は決定を行ったときは、その旨を通知しなければならない。その通

知の対象となるのは、対象期間標準報酬総額が多く、分割を行う側である

第 ₁号改定者と、対象期間標準報酬総額が少なく、分割を受ける側である

第 ₂号改定者の双方である。
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Ｅ　厚生年金保険法第 ₁₀₀ 条第 ₁項に基づく立入検査は、適用事業所の事業

主に対してだけでなく、厚生年金保険の適用が行われていないものの、適

用事業所であると認められる事業所の事業主に対しても行うことができる。

〔問　 8〕　厚生年金保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　死亡した被保険者の子は、被保険者死亡の当時、年齢が ₁₉ 歳で婚姻を

していたとしても、障害等級 ₂級に該当する障害の状態にあり、かつ、被

保険者によって生計を維持していれば、遺族厚生年金を受けることができ

る遺族に含まれる。なお、死亡した被保険者によって生計を維持していた

他の遺族はいないものとする。

Ｂ　死亡した被保険者の配偶者の母は、被保険者死亡の当時に年齢が ₅₅ 歳

以上、かつ、被保険者によって生計を維持していたとしても、遺族厚生年

金を受けることができる遺族には含まれない。なお、死亡した被保険者に

よって生計を維持していた他の遺族はいないものとする。

Ｃ　厚生年金保険法第 ₉条及び第 ₁₀ 条第 ₁項の規定にかかわらず、同法第

₁₂ 条の規定により、所在地が一定しない事業所に使用される者は、厚生

年金保険の被保険者とはならない。ただし、継続して ₆か月を超えて使用

されるべき場合は、この限りでない。

Ｄ　厚生年金保険法第 ₉条及び第 ₁₀ 条第 ₁項の規定にかかわらず、同法第

₁₂ 条の規定により、臨時的事業の事業所に使用される者は、厚生年金保

険の被保険者とはならない。ただし、継続して ₂か月を超えて使用される

べき場合は、この限りでない。

Ｅ　障害等級 ₃級に該当する障害厚生年金を受給している者が ₆₅ 歳に到達

し、老齢基礎年金と老齢厚生年金の受給権も取得した場合、老齢基礎年金

と老齢厚生年金の組み合わせか、老齢基礎年金と障害厚生年金の組み合わ

せのどちらかを選択する必要がある。
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〔問　 9〕　厚生年金保険法に関する次のアからオの記述のうち、正しいものの組合せ

は、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　₆₇ 歳到達時点で老齢厚生年金の支給繰下げの申出を行った場合におい

て、経過的加算として老齢厚生年金に加算される部分についても、当該老

齢厚生年金の支給繰下げの申出に応じた増額の対象となる。

イ　₆₅ 歳から支給される老齢厚生年金に配偶者加給年金額が加算される場

合において、₆₈ 歳到達時点で老齢厚生年金の支給繰下げの申出を行った

ときは、当該配偶者加給年金額は、老齢厚生年金の支給繰下げの申出に応

じた増額の対象となる。

ウ　積立金の運用に係る行政事務に従事する厚生労働省、財務省、総務省及

び文部科学省の職員（政令で定める者に限る。）は、積立金の運用の目的に

沿って、慎重かつ細心の注意を払い、全力を挙げてその職務を遂行しなけ

ればならない。

エ　₆₅ 歳未満の特別支給の老齢厚生年金を受給していた者が、₆₅ 歳に到達

し、厚生年金保険法第 ₄₂ 条に規定する本来の老齢厚生年金をその時点か

ら受給しようとする場合は、実施機関に請求書を提出する必要はない。

オ　第 ₁ 号厚生年金被保険者に係る適用事業所の事業主は、被保険者が ₇₀

歳に到達し、引き続き当該事業所に使用されることにより ₇₀ 歳以上の使

用される者の要件に該当する場合において、当該者の標準報酬月額に相当

する額が ₇₀ 歳到達日の前日における標準報酬月額と同額であっても、₇₀

歳以上被用者該当届及び ₇₀ 歳到達時の被保険者資格喪失届を省略するこ

とができない。

Ａ　（アとウ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（イとオ） Ｅ　（ウとオ）
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〔問　10〕　厚生年金保険法に関する次のアからオの記述のうち、正しいものの組合せ

は、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　障害厚生年金の受給権者は、実施機関に対し、障害の程度が増進したこ

とによる障害厚生年金の額の改定を請求することができるが、当該請求に

ついては、障害厚生年金の受給権者の障害の程度が増進したことが明らか

である場合として厚生労働省令で定める場合を除き、当該障害厚生年金の

受給権を取得した日又は実施機関の診査を受けた日から起算して ₁ 年 ₆ か

月を経過した日後でなければ行うことができない。

イ　障害手当金の額は、障害厚生年金の額の規定の例により計算した額の

₁₀₀ 分の ₂₀₀ に相当する額と定められているが、当該障害厚生年金の額の

計算の基礎となる被保険者期間の月数が ₃₀₀ に満たない場合も、実際の被

保険者期間の月数で計算されることとなっている。

ウ　第 ₁ 号厚生年金被保険者が死亡したことにより、死亡した被保険者の母

が遺族厚生年金の受給権者となった場合において、その後、当該母に届出

をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある配偶者が生じたとき

は、当該母の遺族厚生年金の受給権は消滅する。

エ　厚生年金保険法第 ₇₈ 条の ₇ に規定する離婚時みなし被保険者期間につ

いては、老齢厚生年金の配偶者加給年金額が加算されるために必要な要件

の ₁ つとなっている老齢厚生年金の額の計算の基礎となる被保険者期間の

月数の中に含めることができる。

オ　昭和 ₃₈ 年 ₁₀ 月 ₇ 日生まれで、令和 ₈ 年 ₁₀ 月に ₆₃ 歳となる女性につい

て、第 ₁ 号厚生年金被保険者期間のみを有し、特別支給の老齢厚生年金の

受給資格要件を満たす（長期加入者や障害者などの特例には該当していな

い。）場合、報酬比例部分の支給開始年齢も ₆₃ 歳である。

Ａ　（アとウ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（イとオ） Ｅ　（ウとオ）
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国　民　年　金　法

〔問　 1〕　国民年金法に関する次のアからオの記述のうち、誤っているものの組合せ

は、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　保険料の一部免除に関する規定により納付することを要しないものとさ

れたその一部の額以外の残余の額に ₅₀ 円未満の端数が生じたときはこれ

を切り捨て、₅₀ 円以上 ₁₀₀ 円未満の端数が生じたときはこれを ₁₀₀ 円に

切り上げるものとする。

イ　国民年金法第 ₉₀ 条の ₃第 ₁項の規定により保険料を納付することを要

しないものとされた被保険者は、国民年金法施行令第 ₆条の ₆に規定する

生徒若しくは学生でなくなったとき（その原因が卒業であるときを除く。）

は、氏名、生年月日及び住所並びに個人番号又は基礎年金番号を記載した

届書を日本年金機構に提出しなければならない。

ウ　納付猶予とは、第 ₁号被保険者等本人（₅₀ 歳未満）及びその世帯主又は

配偶者のいずれもが、地方税法に定める障害者、寡婦その他の同法の規定

による市町村民税が課されない者として政令で定める者であって、当該保

険料を納付することを要しないものとすべき月の属する年の前年の所得が

₁₃₅ 万円以下であるとき、当該第 ₁号被保険者等が厚生労働大臣に申請す

ることにより、保険料の全額の納付義務を猶予する制度である。

エ　法定免除、全額免除、学生納付特例又は納付猶予の規定により納付する

ことを要しないものとされた保険料の一部につき追納をするときは、学生

納付特例又は納付猶予の規定により納付することを要しないものとされた

保険料につき行い、次いで法定免除若しくは全額免除、一部免除の規定に

よりその一部の額につき納付することを要しないものとされた保険料につ

き行うものとし、これらの保険料のうちにあっては、先に経過した月の分

から順次に行うものとする。なお、学生納付特例又は納付猶予により納付

を免除された保険料より前に法定免除、全額免除及び申請一部免除により

納付を免除された保険料は一切ないものとする。
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オ　厚生労働大臣は、国民年金法第 ₉₆ 条第 ₁ 項の規定による督促を受けた

者がその指定の期限までに保険料その他この法律の規定による徴収金を納

付しないときは、国税滞納処分の例によってこれを処分し、又は滞納者の

居住地若しくはその者の財産所在地の市町村に対して、その処分を請求す

ることができる。

Ａ　（アとイ） Ｂ　（アとウ） Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（ウとオ） Ｅ　（エとオ）

〔問　 2〕　国民年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　障害基礎年金、遺族基礎年金又は寡婦年金は、その受給権者が他の年金

給付（付加年金を除く。）又は厚生年金保険法による年金たる保険給付（当該

年金給付と同一の支給事由に基づいて支給されるものを除く。）を受けるこ

とができるときは、その間、その支給を停止する。

Ｂ　年金給付（国民年金法の他の規定又は他の法令の規定によりその全額に

つき支給を停止されている年金給付を除く。）につき、その全額の支給を停

止する受給権者の申出は、申出の時点に遡って撤回することができる。

Ｃ　自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がな

くて療養に関する指示に従わないことにより、死亡又はその原因となった

事故を生じさせた者の死亡については、これを支給事由とする給付を一時

差し止めることができる。

Ｄ　障害認定日は、初診日から起算して ₁ 年 ₆ か月を経過した日（その期間

内にその傷病が治った場合においては、その治った日（その症状が固定し

治療の効果が期待できない状態に至った日を含む。））とされるが、人工透

析療法を受けている場合には透析を始めてから ₃ か月を経過した日（初診

日から起算して ₁ 年 ₆ か月を超える場合を除く。）が障害認定日とされる。

Ｅ　死亡一時金の支給を受ける者が第 ₁ 号被保険者の死亡により寡婦年金を

受けることができるときは、死亡一時金と寡婦年金とのうち、死亡日から 

₆ 年間、その ₁ つを支給し、他は支給を停止する。
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〔問　 3〕　国民年金法における産前産後期間の保険料免除制度に関する次のアからオ

の記述のうち、正しいものの組合せは、後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　産前産後期間の保険料免除制度により保険料を納付することを要しない

こととされた期間について、当該期間中に生活保護法による生活扶助を受

けるときは、国民年金法第 ₈₉ 条第 ₁ 項第 ₂ 号に該当するため、同条によ

り保険料が免除される。

イ　産前産後の保険料免除期間は、死亡一時金及び脱退一時金の支給要件に

おいて、保険料納付済期間に算入される。

ウ　産前産後期間の保険料免除に関わる出産とは、妊娠 ₈₅ 日（ ₄ か月）以上

の分娩をいい、早産、死産、流産及び人工妊娠中絶を含む。

エ　国民年金に任意加入している被保険者は、産前産後保険料免除の対象と

なり、保険料の負担を免除される。

オ　保険料の納付期限から ₂ 年を経過したとき以降、産前産後の保険料免除

に係る届出を行うことはできない。

Ａ　（アとイ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとウ）

Ｄ　（ウとオ） Ｅ　（エとオ）

〔問　 4〕　国民年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　任意加入被保険者として保険料を前納した者が、前納期間の途中で第 ₁  

号被保険者資格を取得した場合に当該被保険者が希望したときは、未経過

期間に係る前納保険料の還付請求を求めず、当該期間を第 ₁ 号被保険者の

保険料納付済期間として算入させる。

Ｂ　第 ₁ 号被保険者として保険料を前納した者が、前納期間の途中で国民年

金法第 ₈₈ 条の ₂ の規定により産前産後期間の保険料納付義務が免除され

る場合は、未経過期間に係る前納保険料の還付請求を求めず、当該保険料

を免除期間後の保険料として充当する。

Ｃ　第 ₁ 号被保険者として保険料を前納した者が、前納期間の途中で第 ₂ 号

被保険者資格を取得したときは、未経過期間に係る前納保険料の還付請求

を求めず、当該期間を第 ₂ 号被保険者の保険料納付済期間として算入させる。
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Ｄ　保険料を前納した者が、前納期間の途中で障害基礎年金の受給権者と

なったときは、既に納付した前納保険料は、その全額が保険料納付済期間

として将来の老齢基礎年金の額に反映されるため、還付請求できない。

Ｅ　障害基礎年金の受給権者は、保険料納付を要しないため、保険料の前納

はできない。

〔問　 5〕　国民年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　国民年金法第 ₈₉ 条第 ₁項等の規定により納付を要しないとされた保険

料の全部又は一部につき追納できるのは、被保険者又は被保険者であった

者であり、障害基礎年金の受給権者は該当しない。

Ｂ　保険料を追納できる期間は、老齢基礎年金の受給権を得る前で、追納申

請が厚生労働大臣に承認された日の属する月前 ₅年以内の期間に限られる。

Ｃ　保険料の一部の額につき納付することを要しないものとされた保険料に

ついて追納するには、その残余の額につき納付されていなければならない。

Ｄ　平成 ₁₅ 年 ₁₀ 月生まれの大学生が、₂₀ 歳となった令和 ₅年の誕生日月

から令和 ₈年 ₃月末に卒業するまで学生納付特例の承認を受けた。この者

が、令和 ₁₀ 年 ₁₀ 月に初めて追納を開始する場合の保険料額は、学生納付

特例の承認を受けた当時の保険料額である。

Ｅ　申請免除等の始期は、申請日の属する月の ₅年前とされていることか

ら、保険料の納期限から ₅年を経過していない期間について、遡って保険

料免除申請及び納付猶予申請ができる。

〔問　 6〕　国民年金法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　厚生年金保険の被保険者の資格を取得したときは、その者が ₂₀ 歳未満

でも、国民年金の第 ₂号被保険者資格を取得する。

Ｂ　国民年金法第 ₁₀₉ 条の ₂の ₂第 ₁項に規定する学生等被保険者が学生納

付特例事務法人に学生納付特例申請をしたときは、学生等被保険者により

提出された申請書類を、当該法人が日本年金機構に提出した日に学生納付

特例申請があったものとみなす。
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Ｃ　国民年金第 ₁ 号被保険者の甲は、日本国内に住所を有しなくなった日

に、さらに国民年金第 ₂ 号被保険者に該当するに至った。この場合、甲

は、国民年金第２号被保険者に該当するに至った日に国民年金第 ₁ 号被保

険者資格を喪失する。

Ｄ　第 ₃ 号被保険者とは、第 ₂ 号被保険者の被扶養配偶者のうち ₂₀ 歳以上

₆₀ 歳未満の者のことであるが、被扶養配偶者の認定については令和 ₈ 年 ₄  

月 ₁ 日以降、認定対象者の年間収入が、労働条件通知書等の労働契約の内

容が確認できる書類において規定される時給・労働時間・日数等を用いて

算出した年間収入の見込み額が基準額未満である場合を想定し、労働契約

段階では見込み難い時間外労働に対する賃金等の臨時収入を含めないで判

定される。

Ｅ　第 ₁ 号被保険者及び第 ₃ 号被保険者は、第 ₂ 号被保険者に該当すること

となった場合を除き、₆₀ 歳に達した日に国民年金の被保険者の資格を喪

失する。

〔問　 7〕　国民年金法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ　国民年金法第 ₁₀₉ 条の ₂ に規定された指定全額免除申請事務取扱者は、

基準に該当する被保険者又は被保険者であった者に対して納付勧奨及び免

除勧奨を行うこととされ、基準に該当する被保険者又は被保険者であった

者より委託を受けて全額免除申請及び納付猶予申請を行うことができる。

Ｂ　昭和 ₆₁ 年 ₃ 月 ₃₁ 日までの期間において、厚生年金保険の被保険者の配

偶者であったため、国民年金の任意加入被保険者となることができた期間

は、老齢基礎年金の合算対象期間とされるが、この期間に任意加入の申出

を行い任意加入被保険者となったものの保険料を納付しなかった場合は合

算対象期間とはされない。
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Ｃ　障害基礎年金の受給権は、厚生年金保険法第 ₄₇ 条第 ₂ 項に規定する障

害等級に該当する程度の障害の状態に該当しなくなった日から起算して障

害厚生年金の障害等級に該当する程度の障害の状態に該当することなく ₃  

年を経過したときは消滅する。ただし、 ₃ 年を経過した日において、当該

受給権者が ₆₅ 歳未満であるときを除く。

Ｄ　死亡日の前日において遺族基礎年金の保険料納付要件を満たした第 ₃ 号

被保険者が死亡したときに、その者に生計を維持する子（国民年金法第 ₃₇

条の ₂ 第 ₁ 項第 ₂ 号に該当する子）がいた場合は、その者と生計を同じく

していた配偶者の収入が将来にわたって厚生労働大臣の定める金額未満で

あれば、当該配偶者に遺族基礎年金が支給される。

Ｅ　初診日の前日において障害基礎年金の保険料納付要件を満たした第 ₃ 号

被保険者が国民年金法第 ₃₀ 条第 ₂ 項に規定する障害等級に該当したとき

に、その者に生計を維持する子（₁₈ 歳に達する日以後の最初の ₃ 月 ₃₁ 日

までの間にある子及び ₂₀ 歳未満であって障害等級に該当する障害の状態

にある子）がいる場合は、その者の障害基礎年金の額に子の加算が行われる。

〔問　 8〕　国民年金法に関する次のアからオの記述のうち、正しいものの組合せは、

後記ＡからＥまでのうちどれか。

ア　政府は、国民年金法第 ₄ 条の ₃ 第 ₁ 項の規定により作成する「財政の現

況及び見通し」において、年金たる給付（付加年金を含む。）の額の調整を行

う必要がなくなったと認められるときは、政令で、調整期間の終了年度を

定めるものとされている。

イ　国民年金法第 ₉₄ 条第 ₁ 項の規定により保険料の追納が行われたとき

は、追納が行われた日に、追納に係る月の保険料が納付されたものとみな

すこととなっている。
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ウ　国民年金法第 ₉₃ 条第 ₁ 項の規定により保険料の前納が行われたとき

は、保険料納付済期間又は保険料 ₄ 分の ₃ 免除期間、保険料半額免除期間

若しくは保険料 ₄ 分の ₁ 免除期間を計算する場合においては、前納が行わ

れた日に、前納に係る期間の各月の保険料が納付されたものとみなすこと

となっている。

エ　付加保険料を納付する第 ₁ 号被保険者が、国民年金基金の加入員となっ

たときは、その加入員となった日の前日に、付加保険料の納付の辞退の申

出をしたものとみなされる。

オ　国民年金基金連合会には、評議員で組織する評議員会が置かれ、規約の

変更、毎事業年度の予算、毎事業年度の事業報告及び決算その他規約で定

める事項については、評議員会の議決を経なければならない。

Ａ　（アとウ） Ｂ　（アとエ） Ｃ　（イとエ）

Ｄ　（イとオ） Ｅ　（ウとオ）

〔問　 9〕　国民年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　老齢基礎年金の振替加算について、年齢要件については大正 ₁₅ 年 ₄ 月 

₂ 日から昭和 ₄₁ 年 ₄ 月 ₁ 日までの間に生まれた者であるが、その額につ

いては、受給権者の老齢基礎年金の額に受給権者の生年月日に応じて政令

で定められた率を乗じて得た額となる。

Ｂ　振替加算が加算された老齢基礎年金の受給権者が、遺族厚生年金の支給

を受けることができるときは、その間、振替加算の額に相当する部分の支

給が停止される。

Ｃ　付加年金の額は、₂₀₀ 円に付加保険料に係る保険料納付済期間の月数を

乗じて得た額とされており、老齢基礎年金の支給繰下げの申出を行った場

合においても付加年金は支給の繰下げは行われず、支給額が増額されるこ

ともない。

Ｄ　受給権者が、正当な理由がなくて、国民年金法第 ₁₀₅ 条第 ₃ 項の規定に

よる届出をせず、又は書類その他の物件を提出しないときは、年金給付の

支給は停止されることとなっている。

9043_102_TAKU05_M.indd   65 2026/07/10   16:47



66

Ｅ　国民年金法による学生の保険料の納付特例の規定により、保険料を納付

することを要しないものとされた期間については、その期間に係る保険料

が追納されない限り、老齢基礎年金の額には反映されない。

〔問　10〕　国民年金法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ　年金の支払においては、毎支払期月ごとに支払われる金額に ₁円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てるものとされているが、毎年 ₅月か

ら翌年 ₄月までの間において切り捨てた金額の合計額（ ₁円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てた額）については、これを当該 ₄月の支払

期月の年金額に加算するものとする。

Ｂ　厚生労働大臣は、国民年金制度に対する国民の理解を増進させ、及びそ

の信頼を向上させるため、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者

に対し、当該被保険者の保険料納付の実績及び将来の給付に関する必要な

情報を分かりやすい形で通知するものとされているが、当該被保険者が

₃₅ 歳、₄₅ 歳及び ₅₅ 歳に達する日の属する年度における通知については、

被保険者の資格の取得及び喪失並びに種別の変更の履歴や国民年金保険料

の納付状況なども通知することとなっている。

Ｃ　配偶者が遺族基礎年金の受給権を取得した当時胎児であった子が生まれ

たときは、その子は、配偶者がその権利を取得した当時遺族基礎年金の遺

族の範囲に該当するものとされるが、遺族基礎年金の額については、その

子が生まれた日の属する月から改定される。

Ｄ　期間を定めて支給を停止されている障害基礎年金の受給権者に対して、

更に障害基礎年金を支給すべき事由が生じたときは、併合認定の規定によ

り支給する前後の障害を併合した障害の程度による障害基礎年金は、従前

の障害基礎年金の支給を停止すべきであった期間、その支給を停止するも

のとし、その間、その者に従前の障害を併合しない障害の程度による障害

基礎年金を支給する。
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Ｅ　死亡日の属する月の前月までの第 ₁号被保険者としての被保険者期間に

係る死亡日の前日における付加保険料納付済期間が ₂年以上である者の遺

族に支給される死亡一時金の額には、一律 ₈，₅₀₀ 円が加算される。
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